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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期
決算年月 平成17年12月平成18年12月平成19年12月平成20年12月平成21年12月

売上高 （千円） 11,539,29412,664,85313,084,98412,620,98610,735,439

経常利益 （千円） 661,292 803,759 924,213 236,354 224,551

当期純利益 （千円） 347,471 403,751 466,813 64,599 86,729

純資産額 （千円） 4,539,4704,779,7995,107,0984,894,7344,872,675

総資産額 （千円） 7,310,2787,931,4938,098,7247,179,0537,073,529

１株当たり純資産額 （円） 1,042.991,110.291,186.341,172.161,166.89

１株当たり当期純利

益金額
（円） 68.43 93.78 108.44 15.39 20.77

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

（円） 68.43 － － － －

自己資本比率 （％） 62.1 60.3 63.1 68.2 68.9

自己資本利益率 （％） 7.8 8.7 9.4 1.3 1.8

株価収益率 （倍） 21.4 14.9 8.7 31.6 28.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 791,729 383,265 19,179 232,976 394,529

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △883,079△444,204△274,161 229,689 70,599

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △211,132△104,752△154,156△301,757△133,253

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） 2,312,5322,146,8411,737,7021,898,6102,230,485

従業員数 （人） 744 758 811 841 872

　（注）１．売上高には消費税等（「消費税及び地方消費税」をいう。以下同じ。）は含めておりません。

２．第37期、第38期、第39期及び第40期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が

存在していないため記載しておりません。

３．第37期連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平

成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期
決算年月 平成17年12月平成18年12月平成19年12月平成20年12月平成21年12月

売上高 （千円） 10,494,34111,412,22411,893,24811,749,63910,189,561

経常利益 （千円） 605,222 785,875 907,622 531,461 214,649

当期純利益 （千円） 306,316 407,825 468,211 71,023 78,715

資本金 （千円） 1,440,6001,440,6001,440,6001,440,6001,440,600

発行済株式総数 （千株） 4,521 4,521 4,521 4,521 4,521

純資産額 （千円） 4,466,2084,712,6195,043,3664,838,3084,810,236

総資産額 （千円） 6,913,2947,524,4607,738,2666,976,0546,911,208

１株当たり純資産額 （円） 1,026.531,094.691,171.531,158.651,151.93

１株当たり配当額

（内１株当たり中間

配当額）

（円）
22

(－)

30

(－)

40

(－)

32

(－)

25

(－)

１株当たり当期純利

益金額
（円） 59.53 94.73 108.76 16.92 18.85

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

（円） 59.53 － － － －

自己資本比率 （％） 64.6 62.6 65.2 69.4 69.6

自己資本利益率 （％） 7.0 8.9 9.6 1.4 1.6

株価収益率 （倍） 24.6 14.8 8.7 28.8 31.8

配当性向 （％） 37.0 31.7 36.8 189.1 132.6

従業員数 （人） 646 655 689 758 793

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第37期、第38期、第39期及び第40期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在していな

いため記載しておりません。

３．第37期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の表示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

４．第38期の１株当たり配当金には、東京証券取引所市場第二部の上場記念配当５円を含んでおります。
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２【沿革】
年月 事項

昭和45年６月 コンピュータ室の運用管理を目的として株式会社インフォメイション・サービス・ビューローを

設立（東京都品川区東五反田１丁目10番11号）

昭和45年８月 ソフトウエア開発及び受託事業に進出

昭和50年４月 東京都品川区西五反田２丁目21番１号に本社を移転

昭和54年11月通信制御システム開発受注のため静岡県沼津市に沼津システム営業所を設置

昭和56年４月 近畿地区進出のため大阪市淀川区に大阪システム営業所を設置

昭和56年11月自動車無線システム及び通信制御システム開発受注のため神奈川県大和市に大和システム営業所

を設置

昭和58年５月 基本ソフト（ＯＳ）開発受注のため東京都府中市に府中システム営業所を設置

昭和59年２月 地域産業のソフトウエア開発受注のため山梨県甲府市に甲府システム営業所（現　甲府事業所）を

設置

昭和59年12月ＰＢＸ（私設電話交換機）の基本ソフト開発受託のため千葉県我孫子市に千葉システム営業所

（現　我孫子事業所）を設置

昭和60年５月 ソフトウエアメインテナンス株式会社設立（現　連結子会社　株式会社エス・エム・シー）

昭和61年12月東京都品川区西五反田１丁目１番８号に本社を移転

昭和61年12月株式会社アイ・エス・ビーに商号変更

平成２年７月 社団法人日本証券業協会に株式を店頭売買有価証券として登録

平成２年11月 神奈川県茅ケ崎市に湘南システム営業所を設置

平成３年５月 宮城県仙台市に仙台システム営業所を設置

平成５年９月 沼津システムセンターを三島市へ移転し静岡システムセンター（現　三島事業所）に名称変更

平成７年１月 東京都品川区大崎５丁目１番11号に本社を移転

平成７年４月 アイエスビー・ブレインズ株式会社設立

平成７年４月 アイエスビー応用システム株式会社設立

平成10年12月大和第一・大和第二・湘南・甲府の各システムセンターで品質システムの認証を取得「ＩＳＯ

9001／ＪＩＳＺ9901」

平成11年１月 東京都江東区に金融システム部の事務所を設置

平成11年１月 静岡県富士市に富士システムセンターを設置

平成11年２月 東京都品川区に情報システム事業部（現　五反田事業所）を設置

平成11年６月 業務効率化をはかるため大阪システムセンター（現　大阪事業所）を大阪府中央区へ移転

平成11年12月大阪システムセンター（現　大阪事業所）・情報システム部・官公庁システム部・制御システム事

業部で品質システムの認証を取得「ＩＳＯ9001／ＪＩＳＺ9901」

平成12年５月 神奈川県横浜市に新横浜事業所を設置

平成13年６月 株式会社アイフィス設立

平成15年12月マーケット拡大と収益の増強を図るため、ベトナム国ホーチミン市に ISB VIETNAM 

CORPORATION 設立（現　非連結子会社　ISB VIETNAM COMPANY LIMITED）

平成16年１月 ａｕ系メーカー向け携帯端末開発受注のため鳥取県鳥取市に鳥取事業所を設置

平成16年３月 東京都新宿区に都市型のデータセンターを設置

平成16年４月 東京地区・神奈川地区の事業所集約を実施（府中・江東・大和・湘南・富士事業所を閉鎖し、五反

田事業所・新横浜事業所へ集約）

平成16年12月株式会社アイフィス解散

平成16年12月社団法人日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年11月データセンターで、情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の認証を取得

平成20年１月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成20年２月 ジャスダック証券取引所の株式を上場廃止

平成20年６月 アイエスビー・ブレインズ株式会社解散

平成20年８月 アイエスビー応用システム株式会社をソフトウエアメインテナンス株式会社（現　連結子会社　株

式会社エス・エム・シー）と統合

平成20年12月プライバシーマーク取得
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３【事業の内容】

　当企グループ（当社および当社の関係会社）は、㈱アイ・エス・ビー（当社）、㈱エス・エム・シーおよび

ISB VIETNAM COMPANY LIMITED（以上子会社２社）で構成されており情報サービスの事業活動を行っております。

　当企グループの主な事業内容と当社および関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

　なお、次の３部門について当社グループは事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって

記載しております。

事業部門 主要な会社及び当該事業における位置付け

＜ソフトウエア開発＞

通信制御関係で次世代携帯電話及びｉモード、ＰＨＳ、

放送のデジタル化、医療機器のデータ解析等のソフト開

発

当社、㈱エス・エム・シー

（会社総数２社）

ISB VIETNAM COMPANY LIMITED（非連結）

（会社総数３社）  

＜Ｆ・Ｍサービス＞

ネットワークの新設、移設に伴う付帯設備の敷設、保守

等、ヘルプディスク、インストラクター等トータルなオ

ペレーションサービスを提供

当社、㈱エス・エム・シー

（会社総数２社）

　

 

＜その他（コンピュータ機器等販売）＞

ソフト開発に付随した機器の販売等

当社

（会社総数１社）

　

　

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社）      

㈱エス・エム・シー 東京都品川区 25,000

ソフトウェア開発

Ｆ・Ｍサービス

その他

100.0

ソフトウエアの開発の

委託及びＦ・Ｍサービ

スの委託

資金援助　なし

役員の兼任　あり

　（注）連結売上高に占める売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の割合がそれぞれ10％を超える連結子会社

はありません。

　 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員を示すと次のとおりであります。

 平成21年12月31日現在

事業部門 従業員数（人）

ソフトウエア開発  609

Ｆ・Ｍサービス  131

全社（共通）  132

合計  872

　（注）　従業員数は就業人員であります。なお、全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分で

きない管理部門に所属しているものであります。

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

793 35.6 10.5 5,776,191

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

１．名称　　　　　　　全日本金属情報機器労働組合アイ・エス・ビー支部

２．所属上部団体　　　全日本金属情報機器労働組合

３．労使関係　　　　　労使関係は相互信頼に基づき健全な関係を維持しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、一昨年10月以降の世界的な金融危機の影響による国内企業の急激な業績

悪化と、それに伴った個人消費の低迷により経済活動全般が収縮し、依然厳しい状況が続きました。

年度後半には景気刺激策により景気に底打ちが見られたものの、その回復力は乏しく本格的な景気回復には至っ

ていない状況です。

当情報サービス産業界につきましても、景気低迷の長期化を受け、大変厳しい状況となってきております。

このような状況の中、当社グループは営業活動の強化により受注獲得に注力すると共に、高い技術とサービスの

提供により受注単価の維持・改善に努めましたが、企業の情報化投資抑制が続く中、主要顧客である電機メーカー

や証券業界からのシステム開発案件の減少や、受注単価の引下要請の強まりもあり、売上高は前連結会計年度と比

較し減収となりました。

一方、厳しい環境を鑑み、徹底したコスト削減を推進したこともあり、最終利益に関しましては前期並みを確保す

ることが出来ました。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高107億35百万円（前年同期比14.9％減）、営業利益91百万円（前年

同期比54.3％減）、経常利益２億24百万円（前年同期比5.0％減）、当期純利益86百万円（前年同期比34.3％増）と

なりました。

当連結会計年度の事業部門別業績は、次のとおりであります。

①　ソフトウエア開発部門

当部門は、概ね全分野において企業の情報化投資削減の影響を受け、売上高は91億36百万円（前年同期比

15.9％減）となりました。

＜通信制御関係＞

当分野における業績は、海外向け携帯端末の受注拡大により携帯端末業務は増収となったものの、検査業務

やインフラ業務の落ち込みが大きく、売上高は63億64百万円（前年同期比14.7％減）となりました。

＜金融関係＞

当分野における業績は、主要取引先での開発業務の落ち込みが響き、新規取引先の獲得などがあったものの

売上高は８億16百万円（前年同期比35.4％減）となりました。

＜流通製造関係＞

当分野における業績は、官公庁向けシステム開発業務が比較的順調に推移したものの、情報化投資を抑制し

た民間企業からの業務減少が響き、売上高は19億55百万円（前年同期比8.9％減）となりました。

②　Ｆ・Ｍサービス部門

当部門は、データセンター業務の拡大や運用支援業務の受注獲得を図りましたが、低価格化や競争激化の影響

もあり、売上高は15億51百万円（前年同期比9.7％減）となりました。

③　その他（コンピュータ機器等商品販売）

ソフト販売に付随した機器の販売等を行っており、売上高は47百万円（前年同期比34.9％増）となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、３億31百万円の増加（前年同期は1億60百万

円の増加）となりました。その結果、前連結会計年度末（平成20年12月31日）の資金残高18億98百万円を受け、当連

結会計年度末の資金残高は、22億30百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、資金の増加は３億94百万円（前年同期は２億32百万円の増加）となりました。

この増加は、主に税金等調整前当期純利益１億96百万円、売上債権の減少３億87百万円、法人税等の還付額１億

62百万円等の資金の増加要因が、たな卸資産の増加３億32百万円、長期未払金の減少１億12百万円等の資金の減

少要因を上回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、資金の増加は70百万円（前年同期は２億29百万円の増加）となりました。

これは、投資有価証券の償還による収入２億円等の資金の増加要因が、投資有価証券取得による支出１億円お

よび無形固定資産取得による支出55百万円等の資金の減少要因を上回ったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、資金の減少は１億33百万円（前年同期は３億１百万円の減少）となりました。この減少は、主

に配当金の支払１億33百万円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。

事業部門

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 前年同期比（％）

ソフトウエア開発 9,503,086 85.8 90.3

Ｆ・Ｍサービス 1,570,059 14.2 91.0

合計 11,073,146 100.0 90.4

　（注）　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度の受注状況を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。

事業部門
受注高 受注残高

金額（千円） 割合（％）
前年同期比
（％）

金額（千円） 割合（％）
前年同期比
（％）

ソフトウエア開発 9,719,866 86.2 95.1 1,492,757 93.3 164.2

Ｆ・Ｍサービス 1,473,388 13.1 85.4 70,257 4.5 47.2

その他 83,576 0.7 377.9 37,636 2.4 2,641.1

合計 11,276,831100.0 94.2 1,600,650100.0 151.1

　（注）　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。

事業部門

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 前年同期比（％）

ソフトウエア開発    

通信制御関係 6,364,220 59.3 85.3

金融関係 816,235 7.6 64.6

流通製造関係 1,955,759 18.2 91.1

小計 9,136,215 85.1 84.1

Ｆ・Ｍサービス 1,551,858 14.5 90.3

その他 47,365 0.4 134.9

合計 10,735,439 100.0 85.1

　（注）１．金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ソニー・エリクソン・モバイル

コミュニケーションズ㈱
－ － 1,175,658 11.0

日本電気通信システム㈱ 1,704,580 13.5 1,131,774 10.5
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３【対処すべき課題】

国内経済は、依然先行き不透明であり、当社グループの属する情報サービス産業界においても、顧客の情報化投資

削減等により、当面は厳しい状況が続くものと思われます。

このような中にあって、今後も安定した売上を確保していくため、価格競争力の向上は大変重要な課題であると

考えております。当期から子会社である ISB VIETNAM COMPANY LIMITED の活用に一層注力しておりますが、来期以

降もオフショア開発率を向上させ、価格競争力の強化を推進してまいります。

また同時に、国内での開発においても、コスト構造の変革・改善に取り組み、価格競争力を高めるべく取り組んで

まいります。

収益性の観点からは、要員稼働率の引上げと生産性の向上に加え、全社的に徹底した経費削減に引き続き注力し、

収益力の改善に鋭意取り組んでまいります。

一方、厳しい経済状況にあっても、将来に向けた取り組みは重要であると考えており、より高度な技術者育成を図

るべく教育・研修制度の更なる充実に取り組むこと、また、将来の当社グループの事業成長への布石として、お互い

の能力を補完しあえる、あるいは相乗効果を発揮できる企業との事業提携等につきましても戦略的に取り組んでま

いります。

　

当社グループの各事業分野における、中長期的な経営戦略達成のための対処すべき課題は以下のとおりでありま

す。

１．通信制御分野

①　国内の携帯端末市場は成熟しており、携帯電話の販売はピーク時から大きく落ち込んでいる状況にあります。

このような状況下において、当社グループとしては、より高い技術とサービスを提供し同業他社の受注分を

巻き取るなど受注獲得に鋭意努力してまいります。

これにより国内携帯端末市場での受注高を維持しつつ、当期急拡大いたしました海外向け携帯端末市場にお

いて売上の増加を図ってまいります。

②　基地局については、3.9G（LTE）開発、およびその周辺各種装置開発、次世代モバイルインフラ開発等において

の受注獲得に、注力してまいります。

また、これまでのノウハウを活用し、モバイルネットワーク開発ツール（計測器・シミュレータ）、無線技術

を生かした他の組込み系分野への拡大に努めてまいります。

将来を見据えた取り組みとしましては、基地局の保守・評価業務などの関連の領域にも事業の展開を図って

まいり、より安定した売上構成を目指してまいります。

③　検査業務については、既存の単純検査はコスト引下げ圧力が強いため、スケールメリットとスキルアップおよ

び効率化で対応し、高度な業務については知識を生かした専門分野に特化してまいります。

事業領域の拡大についてはアプリケーション検査業務、携帯基地局と携帯端末の海外検査に注力してまいり

ます。

また、今後は携帯端末以外への展開として車載等の新規分野を開拓してまいります。

④　車載業務については、自動車業界の急激な落ち込みで当期は受注が減少したものの、当社技術力に対してユー

ザから高い評価を受けており、次期からは回復基調となるものと思われます。

また、中期的にも伸びる業務であると考えており、引き続き重要業務として拡大してまいります。

⑤　通信制御以外の組み込み系ソフトウエア開発では、高齢化や健康志向を背景に市場が拡大している医療・ヘ

ルスケア関連に注力してまいります。

また、組み込み系ソフトウエア開発業務の拡大に向けては、本年１月22日に発表しましたとおりイー・ス

トーム株式会社の第三者割当増資を引き受け同社を子会社化し、今後は同社のもつ顧客基盤や人材、また組み

込み系IPを活かし、一体となって同業務の拡大を図ってまいります。

将来的にはIPタンクの創設を図り、あらゆる製品開発への柔軟性・対応力を強め、組み込み系ソフトウエア

開発での地位を向上させてまいります。

⑥　モバイルSI（インテグレーション）については、ユビキタス時代に向けての次世代モバイル通信技術やこれ

に付随する商用ビジネスパッケージへの参入および Symbian OS 上で動作するアプリケーションの開発を

行っておりますが、この技術を生かしたコンテンツおよびアプリケーションのベンダーに低コストで高度な品

質の提案をしてまいります。

⑦　今後は従来にも増して受注単価の引下げ要請は強まる状況にあり、創業から６年経った当社100％子会社であ

る ISB VIETNAM COMPANY LIMITED の活用を図り、コスト競争力を高めてまいります。
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２．金融分野

証券業界については、当面厳しい状況が続くものと考え、既存顧客については業務の維持を優先し受注高の

確保に努めてまいります。

一方当期新規に獲得した顧客については今後取り引きを拡大してまいりたいと考えております。

また、大手SIとの深い繋がりにより、カード業務や地銀のシステム開発、生損保業務での業務拡大を引き続き

図ってまいります。

　

３．流通製造分野

景況感の悪化により、厳しい状況にありますが、大手SIとの共同提案による受注の拡大を図ってまいります。

また公共・自治体においては、制度変更等に伴うシステム開発業務に注力し拡大を図ってまいります。

　

４．Ｆ・Ｍサービス分野

システム構築業務はデータセンター構築等を中心に市場は拡大傾向が見込まれており、当業務においては積

極的に売上の拡大を図ってまいります。

特に、データセンター業務においては、ISMS認証（情報セキュリティマネージメントシステム）を取得して

おり、企業がセキュリティレベルを強化見直しする中にあって、それらに関する高付加価値の提供にて受注の

拡大を図ってまいります。

また業務系運用を伴ったシステム構築、顧客の海外拠点の新設等へも対応してまいります。

　

５．自主事業の推進

当社が長年に亘って蓄積してきたモバイル分野の基盤技術をベースにこれまでの受託開発以外のビジネス

への取り組みを行っておりますが、景気の低迷期でもあり当面は投資を限定しつつ、着実に自主事業の創出に

向け努力してまいります。

①　Symbian OS 向けのパッケージソフトの販売および同トレーニングセンターを開設し、コンサルテーションを

含むサービス提供のメカニズムや利用方法、今後のオープン化に向けたプラットフォームへの対応を行ってま

いります。

②　評価支援ツールについては、引き続き販社との業務提携をベースにこの販社を生かし拡大を図ってまいりま

す。

③　平成19年９月に開発した「FIREPLAYER（ファイヤープレイヤーTM）」をはじめとするアプリケーション・コ

ンテンツ事業を今後はiPhone中心に展開してまいります。
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４【事業等のリスク】

当社グループの事業展開上のリスク要因になる可能性があると考えられる主な事項を以下に記載しております。

なお、本項においては、将来に関する事項を記載している場合には、当該事項は本書提出日現在において判断したも

のであります。

(1）法的規制について

当社グループ事業を取り巻く法的規制は以下の通りであります。

ａ．下請代金支払遅延防止法

この法律は、資本金３億円を超える法人が、資本金３億円以下の法人を下請にした場合、注文書の交付義務、書

類作成・保存義務、下請代金の支払期日を定める義務（納品、役務提供を受けてから60日以内に指定して代金を

支払う義務）、遅延利息支払義務等々を明記した法律であります。

当該法律は、平成15年６月に改正され、情報成果物（プログラム、放送番組等）の作成、役務の提供、金型の製造

に係る下請取引が対象として追加され、平成16年４月２日施行されました。

このため、当社グループに関係する情報成果物（プログラム）の作成に係る下請取引が対象となり、法的規制

を受けることとなります。

ｂ．労働派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備に関する法律（いわゆる労働者派遣事業

法）

この法律は、「職業安定法と相まって労働力の需給の適正な調整を図るため労働派遣事業の適正な運営の確保

に関する措置を講ずるとともに、派遣労働者の就業に関する条件の整備等を図り、もって派遣労働者の雇用の安

定その他福祉の増進に資すること」（第１条）を目的としており、当社グループにおいては、同法に基づく、特定

労働者派遣事業の届出を行っております。

なお、同法第17条において、同法第６条各号に定める事由が特定労働者派遣事業を行う際の欠格事由として規

定されているほか、同法第21条において、届出後に特定派遣元事業主（役員を含む）が同法第６条各号のいずれ

かに該当した場合、厚生労働大臣は当該特定労働者派遣事業の廃止を命ずることができること、また特定派遣元

事業主がこの法律若しくは職業安定法の規定又はこれらの規定に基づく命令若しくは処分に違反したときは、厚

生労働大臣は期間を定めて当該特定労働者派遣事業の全部又は一部の停止を命じることができるとされており

ます。

また、当社グループは、法令を遵守した体制を構築しており、現在、事業活動に支障をきたす要因は発生してお

りません。

また、今後においても法令遵守に努める所存でありますが、何らかの法令違反等の事実が発生し、事業に制約を

受ける場合、当社グループの業績に影響を受ける可能性があります。

(2）会計法令（情報サービス業にかかる）について

当社グループは、各種会計基準の変更に対して適宜対応を行っております。

しかしながら、情報サービス業にかかる会計基準は、必ずしも会計慣行が定まっていない部分があることから、会

計基準および監査手続きに変更をきたすことがあります。

また、国際会計基準の動向など企業会計に影響をもたらす要因も存在します。

このため、会計慣行および会計制度に大きな変更があった場合、当社グループの財政状態・経営成績の変動要因

になる可能性があります。

(3）人材確保・育成について

当社グループにおける事業の柱は、移動体通信分野であり、その技術についてはより高度化、複雑化しておりま

す。当社グループは、高度な技術力の提供を通じて競合他社との差別化を図ることを基本としておりますが、それを

支えるのは技術スタッフであり、そのため優秀な人材の確保・育成が重要な課題であると考えております。

今後も継続的に人材の確保・育成に努めていく方針でありますが、当社グループの必要とする人材をタイムリー

に確保できない場合は、当社グループの事業および将来戦略に制約を受けることとなり、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。

一方、業務に対する社員の意欲を喚起し労働生産性を高めるため、年功序列を廃止し、能力主義・成果主義の人事

評価制度を実施することで、優秀な社員が働きやすい環境を整えるとともに社内教育制度を通じた技術スタッフの

スキル向上に努めております。

しかしながら、上記のような諸政策を適切に実施できなかった場合、社員の労働意欲の低下を招き、人材の社外流

失や生産性の低下を招く可能性があります。
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(4）事業環境の変化に伴うリスクについて

当社グループの事業は、企業や公的機関等の情報化投資の動向に影響を受けるため、今後、経済情勢等が大きく変

化した場合など、受注高や受注単価等に影響を受ける可能性があり、その結果、当社グループの財政状態および経営

成績等の変動要因になる可能性があります。

(5）競合について

当社グループが属するソフトウエア業界においては、大規模事業者から小規模事業者まで多数の事業者が存在し

ており、これら事業者との競合が生じております。

今後景気悪化が更に進み開発需要減少や新規参入増加等により競争が激化した場合は、受注減少や受注単価下落

により当社グループの財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(6）特定業界に対する依存について

当社グループの通信制御関係のソフトウエア売上高は平成21年12月期において連結売上高の59.3％を占めてお

り、当社グループの業績は主要販売先である携帯電話機メーカーおよび移動体通信業界等の影響を受けておりま

す。今後において同業界等の業績動向が悪化した場合や、業界再編により取引先数が減少した場合等には、当社グ

ループの財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(7）プロジェクト管理について

当社グループのシステム開発において、一括請負契約を受託する場合には、受注時に顧客（委託側）の諸要件を

確認し、作業工数および外注金額等を検討した後に、当社グループから見積金額および納期等を顧客に提示し契約

締結に至ります。受注時におきましては、契約に基づくプロジェクト単位毎に適正利益を確保することに努めてお

りますが、業務の性質により、受注時に要件・作業工数等を正確に見積もることが困難な場合もあります。

そのため、諸要件の変更若しくは作業工数および外注金額等の変更により、受注時に想定していた利益額が変動

することがあります。

また、これら受注後の大幅な諸条件の変更により、不採算プロジェクトが発生し業績に影響を与えることもあり

ます。このため、当社グループではプロジェクトのリスクについて、次の対策を講じております。

［プロジェクトへのリスクマネージメント対策］

当社グループでは、プロジェクトのリスク管理に際し、当該リスクの早期認識を第一優先とし、日常業務におけ

る内部牽制の状況と併せ、週次および月次の定例会議を通じてプロジェクトのリスク情報を迅速に把握するよう

努めております。

これに加え、見積精度や作業範囲の明確化など、受託業務開始前のプロジェクト計画の精度向上を図るととも

に、開発スキルや適正な人員配置等を考慮し、開発体制の妥当性を追求し、プロジェクト管理体制の強化に努めて

おります。

(8）製品・サービスの品質に係るリスクについて

当社グループは、ソフトウエア製品・サービスの品質の重要性を認識し、設計・製造・試験・保守・運用の各場

面において、当社が認定取得している品質管理の国際規格ISO9001（2008年版）の品質マネージメントシステムに

基づいた品質管理を行っております。

しかしながら、当社グループの提供するソフトウエア製品・サービスにおいて、不具合（バグ）の発生やサービ

ス不良品等の品質上の問題が発生しないという保証はありません。

したがって、当社グループにおいてこのような品質上の問題が発生した場合には、手直し等の追加コストの発生

や損害賠償により、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

(9）技術革新への対応について

当社グループが主力事業とする通信制御関係のソフトウエア開発事業においては、新たな技術開発等が継続して

行われております。

当社グループでは、研究開発部門による最新技術動向を社内で共有化したり、全社員を対象とした研修を実施し

たりするなど最新技術の取得および開発技術力向上に努めておりますが、業界における技術革新に対して当社グ

ループの対応が遅れた場合には、当社グループの財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。
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(10）業績の上半期・下半期の偏りについて

当社グループの業績は、従来からシステム開発案件の売上高計上時期が年度末（12月）に多く発生する傾向にあ

るため、当該傾向が半期毎の経営成績の変動要因となっております。

また、４月入社社員等への教育投資負担が一巡し、同社員の稼働率が上昇する第４四半期（10～12月）・第１四

半期（１～３月）に営業利益および経常利益が偏重する傾向があります。

(11）アライアンスパートナーとの協力体制について

当社は、事業運営に関連して、Symbian社（※）とのアライアンスを締結しており、協力体制を構築しております。

このパートナーとの関係に変化が生じた場合、サービスの提供若しくは適正な価格でのサービスの提供が困難にな

ること等により、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（※）Symbian社：英Symbian社は英PSIONのソフトウエア部門を分離し、フィンランドのノキア社、スウェーデン　　

のエリクソン社、米モトローラ社、パナソニックモバイルコミュニケーションズ株式会社、及び英サイオンの

オーナパートナが出資して設立した会社で、携帯電話端末向け Symbian OS の開発、ライセンシングを行っ

ている。

(12）外注への依存度について

当社グループは業務遂行上必要に応じて協力会社に外注しており、平成21年12月期における当社単体の売上原価

に占める外注費の構成比は41.7％となっております。外注を活用する理由としては、固定費の削減や、事業展開が柔

軟になる等のメリットを確保することにあり、当社は外注先への要求事項や、ビジネスパートナーとしての位置づ

けを明確にしたうえで長期・安定的な取引の構築を図るとともに、納品物の品質向上を指導し実現しております。

現時点では相応の外注先は確保されておりますが、他社による外注先の囲い込み等による労働市場の逼迫等によ

り、高度な技術レベルのソフトウエア会社を一定数以上確保できない場合、または優良な外注先を安定的または継

続的に確保できない場合は、当社グループの財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(13）個人情報・機密情報管理

当社グループでは、社内基準に従い個人情報をはじめとする顧客の重要情報を管理し、その情報の外部漏えい防

止に関して、情報資産に対するセキュリティ管理、情報管理に関する従業員への教育、外部委託先との機密保持契約

等を行い、当社グループからの情報漏えいを未然に防ぐ措置を講じています。また、平成17年11月にデータセンター

において ISMS認証（情報セキュリティマネジメントシステム）を取得および平成20年12月にプライバシーマーク

を取得しております。

このような対策にもかかわらず、当社グループから万一顧客の重要情報が漏えいしたり、不正使用されたり、破壊

された場合、さらにはそれに伴う損害賠償責任が発生した場合には、当社グループの財政状態および経営成績等に

影響を及ぼす可能性があります。　 

(14）知的財産権の対応について

当社グループの開発業務は、公知の技術を活用した受託開発が主体であることから、当社グループの開発成果物

による特許性を有する独自技術等は生じ難い業態であります。

一方で当社グループにおいては、第三者が保有する知的財産権を侵害しないようにIT資産管理委員会においてソ

フトウエアライセンスを一元管理する等の取り組みを行っておりますが、今後も知的財産権の侵害を理由とした訴

訟やクレームが提起されないという保証は無く、かかる事態が発生した場合には、当社グループへの損害賠償請求

や信用の低下等により、当社グループの財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(15）地震やその他の自然災害、事故等によるリスク

当社グループでは、当社基幹システムをデータセンターに設置し、耐震・耐火等の対策を講じております。尚、

データセンターは２ヶ所設け二重化を実現しており、それらと本社また事業所を結ぶネットワークを含めて、その

運用においては専用監視体制を構築しております。

また、モバイルPCの盗難を考慮し、全社員に対する暗号化対策を実施しております。

各事業所に分散されているソフトウエア開発データ（プログラム等）は、事業活動の継続に影響を及ぼす可能性

のある重要データとして、データセンターでのリモートバックアップ体制を構築しております。

このように、当社グループの重要な事業活動基盤である基幹システムやデータのバックアップ体制および社内

ネットワークにつきましては、安定した運用を行うための体制を構築しておりますが、地震等の自然災害や事故等

に起因する事業所の機能停止、設備の損壊、電力・水等の供給停止により、事業活動の継続に支障をきたす可能性が

あります。
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５【経営上の重要な契約等】
契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

 ㈱アイ・エス・ビー

（当社）
Bounce Technology 英国 

ソフトウエアラ

イセンス契約 

モバイルアプリケー

ションソフトウエア

ライセンスの契約 

平成19年２月23日から

平成21年２月22日まで

以降１年ごとの自動更新

　 

６【研究開発活動】

１．研究開発費に関する基本的な考え方

当社グループの研究開発費は、下記の二点の基本的な考え方において投入いたします。

ａ．ソフトウエア製品、サービスの研究開発

当社グループは、ソフトウエア開発および運用支援業務の経験、実績を持っています。これらの技術、ノウハ

ウをベースに、これまでの受託開発以外のビジネスを醸成し、市場ニーズにあったソフトウエア製品、サービス

を研究開発の方針としています。また、属人的に内在する技術を知的財産化し、有形化することは当社グループ

にとって重要課題の一つであります。例としては、当社の主力技術である携帯端末開発技術をベースにした携

帯端末の複雑且つ高度な製品検査に対応した検査システムや性能測定ツールの研究開発により、当社グループ

の技術を遺憾なく発揮し、提供するなど、既存ビジネスと新しいビジネスのシナジーを生むような研究開発な

どが挙げられます。

ｂ．社内システム

当社グループの社内業務効率化を図るべく社内システムを新規開発、改善を行っています。各種業務アプリ

ケーションを設計、開発し、サーバ、ネットワークを構築し各部門、各拠点事業所での業務効率を向上します。そ

のための、開発、機器導入に向け費用を投入いたします。　

２．最近５年間の研究開発費の推移および変動要因

 平成17年12月期平成18年12月期平成19年12月期平成20年12月期平成21年12月期

研究開発費

（千円）
20,449 52,657 120,525 155,175 83,273

　 

 （注）研究開発費の変動要因

期別 変動要因

 平成17年12月期  前年比6,582千円の増加で損益管理システム（10,210千円）等を開発。

 平成18年12月期  前年比33,208千円の増加でモバイルターミナル検査システム（35,901千円）等を開発。

 平成19年12月期  前年比67,868千円の増加で Smartmark（51,478千円）等を開発。

 平成20年12月期  前年比34,650千円の増加で Fireplayer（96,094千円）等を開発。

 平成21年12月期  前年比71,902千円の減少で Fireplayer（83,273千円）を開発。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）当連結会計年度の経営成績の分析

①　財政状況

資産は70億73百万円と前期末比１億５百万円（前期末比1.5％減）減少いたしました。これは主に、受取手形

及び売掛金、有価証券等の減少によるものであります。

負債は、22億円と前期末比83百万円（前期末比3.7％減）減少いたしました。この減少は、長期未払金、未払消

費税等の減少が未払法人税等の増加を上回ったことによるものであります。

純資産は、48億72百万円と前期末比22百万円（前期末比0.5％減）減少いたしました。この減少は、配当金の

支払等によるものであります。

②　経営成績

・　分野別の販売実績

分野別販売実績（当期実績－前期実績）は以下のとおりであります。

 
当期実績 前期実績 増減

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

増減率
（％）

ソフトウエア開発       

　通信制御系 6,364 59.3 7,457 59.1 △1,093 △14.7

　金融関係 816 7.6 1,263 10.0 △446 △35.4

　流通製造関係 1,955 18.2 2,146 17.0 △190 △8.9

　　　小計 9,136 85.1 10,866 86.1 △1,730 △15.9

Ｆ・Ｍサービス 1,551 14.5 1,718 13.6 △167 △9.7

その他 47 0.4 35 0.3 12 34.9

　　　合計 10,735 100.0 12,620 100.0△1,885 △14.9

・　経常利益増減分析

当期経常利益の前期差（当期実績－前期実績）は以下のとおりであります。

 
前期差

（当期実績－前期実績）

 
金額

（百万円）
対売上高比率
（％）

経常利益の増減額 △11 △0.1

（差異分析）   

売上高の変動による増減額 △292 △14.9

原価率の変動による増減額 △47 12.2

販売費及び一般管理費比率の変動による増減額 231 1.8

営業外損益の変動による増減額 96 0.8

　　　合計 △11 △0.1

③キャッシュ・フローの状況

１［業績等の概要］に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　特記すべき事項はありません。

　 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

 平成21年12月31日現在

事業所名
（所在地）

事業部門別の名称 設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）

建物及び構
築物

その他
土地

（面積㎡）
合計

本社

（東京都品川区）
本社業務

情報サービス

生産設備

3,864

(55,834)
5,661 － 9,525 62

我孫子事業所

（千葉県我孫子市）
ソフトウエア開発 同上

2,414

(28,597)
224 － 2,638 58

五反田他２事業所

（東京都品川区他）

ソフトウエア開発

Ｆ・Ｍサービス
同上

6,097

(74,264)
22,838 － 28,936 204

新横浜事業所

（神奈川県横浜市港北区）
ソフトウエア開発 同上

15,041

(84,656)
2,494 － 17,536 281

三島事業所

（静岡県三島市）
ソフトウエア開発 同上

2,773

(19,816)
981 － 3,755 42

甲府事業所

（山梨県甲府市）
ソフトウエア開発 同上

1,818

(18,605)
484 － 2,303 40

大阪他２事業所

（大阪府大阪市中央区他）
ソフトウエア開発 同上

1,205

(16,140)
198 － 1,403 54

我孫子寮

（千葉県我孫子市）
－ その他の設備 89,869 －

248,084

(530.96)
337,953 －

　（注）１．建物の本体については賃借しており、その年間賃借料を建物及び構築物の（　）内に記載しております。

２．帳簿価額欄のその他は工具器具備品及び機械装置の価額であります。

３．建物には建物附属設備を含んでおります。

４．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

名称 数量 リース金額（千円）
年間リース料
（千円）
（年間）

リース期間
（ヶ月）

複合機　IR C3220　他 1 19,200 3,200 48

PowerEdge 2950 1 4,177 1,044 48

(2）国内子会社

 平成21年12月31日現在

会社名 所在地 事業部門別の名称 設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物

その他
土地

（面積㎡）
合計

㈱エス・エム・シー 東京都品川区
ソフトウエア開発

Ｆ・Ｍサービス

情報サービス

生産設備 

297

(10,265)
209 － 507 79

　（注）１．建物の本体については賃借しており、その年間賃借料を建物及び構築物の（　）内に記載しております。

２．帳簿価額欄のその他は工具器具備品の価額であります。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　特記すべき事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,500,000

計 12,500,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年３月26日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 4,521,000 4,521,000東京証券取引所
単元株式数

100株

計 4,521,000 4,521,000 － －

　 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年１月１日～

平成16年12月31日

（注）

51,0004,521,00024,2251,440,60024,2251,970,600

　（注）　新株予約権の権利行使による増加であります。

　 

（６）【所有者別状況】

 （平成21年12月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 5 15 19 8 1 1,922 1,970 －

所有株式数

（単元）
－ 894 362 13,308 824 1 29,81745,206400

所有株式数の

割合（％）
－ 2.0 0.8 29.4 1.8 0.0 66.0 100.0 －

　（注）１．自己株式 345,206 株は「個人その他」に 3,452 単元及び「単元未満株式の状況」に 6株それぞれ含めて記

載しております。

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、１単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】

 （平成21年12月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社若尾商事 東京都港区港南３丁目６番21号 1,155 25.56

若尾　守保 東京都港区 350 7.75

アイ・エス・ビー従業員持株

会
東京都品川区大崎５丁目１番11号 264 5.85

竹田　和平 愛知県名古屋市天白区 140 3.09

株式会社第一情報システムズ 東京都渋谷区恵比寿西１丁目５番８号 90 1.99

株式会社ＫＳＫ 東京都稲城市百村１６２５－２ 61 1.36

ロイヤルバンクオブカナダ

チャネルアイランドリミテ

ッドレジアカウント

［常任代理人 スタンダー

ドチャータード銀行］

 P. O. BOX 48 CANADA COURT,

 ST PETER PORT GUERNSEY,

 CHANNEL ISLAND GY1 3BQ

（東京都千代田区永田町２丁目11番１

号）

48 1.06

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８番12号 36 0.79

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11番３号 35 0.77

小松　政明 千葉県白井市 30 0.66

若尾　一史 東京都港区 30 0.66

計 － 2,241 49.58

　（注）　上記のほか、自己株式の株式が 345千株あります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 345,200 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　 4,175,400 41,754 同上

単元未満株式 普通株式　　　　 400 － 同上

発行済株式総数 4,521,000 － －

総株主の議決権 － 41,754 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 100 株（議決権の数１個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アイ・エ

ス・ビー

東京都品川区大崎

５丁目１番11号
345,200 － 345,200 7.63

計 － 345,200 － 345,200 7.63

　 　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 39 19,851

当期間における取得自己株式 － －

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 345,206 － 345,206 －
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３【配当政策】

　

当社の利益配分に関する基本方針は、利益志向のもと、技術革新に耐える人材と経営のスピード化、効率化により収

益の向上を図り、株主への安定的かつ充実した配当を実施することを基本としつつ、将来の事業展開に備えて財務体

質の強化を図ってまいります。

また、内部留保資金につきましては、今後の業績向上を図るため人材の育成及び研究開発、設備投資等に充当し将来

の事業拡張に備える所存であります

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の

決定機関は期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり 25 円とする事を決定いたしました。

この結果、当期の配当性向は、132.6％となりました。

当社は、「取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定め

ております。

当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

 平成22年３月26日

 定時株主総会決議
104 25

　 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期
決算年月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月

最高（円） 1,529 2,250 1,468
990

※　937
905　

最低（円） 870 1,251 940
400

※　760
423　

　（注）　最高・最低株価は、平成20年１月16日までは、ジャスダック証券取引所におけるものであり、平成20年１月17日以

降は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

なお、第39期の事業年度別最高・最低株価のうち、※はジャスダック証券取引所におけるのものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年７月 平成21年８月 平成21年９月 平成21年10月平成21年11月平成21年12月

最高（円） 905 650 636 620 600 625

最低（円） 623 605 612 559 500 511

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役会長  若尾　守保 昭和11年７月４日生

昭和35年９月株式会社日本ビジネスコンサルタ

ント入社

昭和45年６月当社設立　営業部長

昭和50年６月当社代表取締役社長

平成７年３月 当社代表取締役会長

平成20年３月当社取締役会長（現任）

2

(注)２.
350

代表取締役

社長
 若尾　逸雄 昭和33年11月25日生

昭和56年４月当社入社

平成８年10月当社通信システム事業部副事業部

長

平成９年３月 当社取締役通信システム事業部副

事業部長

平成９年４月 当社取締役通信システム事業部長

平成13年１月当社取締役ソリューション事業本

部長

平成13年３月当社常務取締役ソリューション事

業本部長

平成15年３月当社専務取締役ソリューション事

業本部長

平成19年１月当社専務取締役事業本部長

平成19年３月当社代表取締役社長（現任）

2

(注)２.
15

常務取締役 管理本部長 太田　道也 昭和25年１月25日生

昭和43年４月三菱銀行（現　三菱東京ＵＦＪ銀

行）入行

平成13年１月当社出向　経理部長代理

平成13年４月当社経理部長

平成14年１月当社転籍　経理部長

平成16年１月当社執行役員経理部長

平成20年３月当社取締役管理本部副本部長、経理

部長

平成21年１月当社取締役管理本部長、経理部長

平成21年３月当社常務取締役管理本部長、経理部

長

平成22年１月当社常務取締役管理本部長（現

任）

2

(注)６.
10

取締役 営業本部長 平間　正則 昭和29年８月４日生

昭和52年11月当社入社

平成６年９月 当社府中システムセンター情報シ

ステム部長

平成11年１月当社営業企画推進部長

平成13年１月当社執行役員マーケティング部長

平成15年３月当社取締役マーケティング部長

平成19年１月当社取締役事業本部副本部長 

平成19年３月当社取締役事業本部長 

平成20年１月当社取締役営業本部長 

平成21年１月当社取締役営業本部長、営業企画推

進部長

平成22年１月当社取締役営業本部長（現任） 

2

(注)２.
8
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役
事業企画推

進室長
渡邉　博 昭和31年６月20日生

昭和55年１月当社入社

平成10年４月当社通信システム営業部長

平成12年４月当社営業企画推進部長

平成13年１月当社執行役員トータルソリュー

ションセールス部長

平成15年３月当社取締役トータルソリューショ

ンセールス部長

平成16年１月当社取締役営業本部長

平成20年１月当社取締役事業本部長

平成20年３月アイエスビー・ブレインズ株式会

社代表取締役社長

平成21年１月当社取締役第三事業部長、第五事業

部長

平成22年１月当社取締役事業企画推進室長（現

任）

2

(注)２.
7

取締役
営業本部副

本部長
柳沢　一紀 昭和35年５月８日生

昭和57年４月当社入社 

平成11年１月当社通信システム営業部長 

平成13年１月当社モバイルソリューション事業

部長 

平成14年１月当社執行役員モバイルソリュー

ション事業部長

平成19年１月当社執行役員事業本部副本部長 

平成19年３月当社取締役事業本部副本部長 

平成21年１月当社取締役第一事業部長

平成22年１月当社取締役営業本部副本部長（現

任）

2

(注)２.
4

取締役
営業企画推

進部長
平野　豊 昭和29年３月１日生

昭和55年９月東葛石油株式会社入社

昭和57年10月当社入社

平成11年１月当社情報システム部長

平成15年１月当社執行役員トータルソリュー

ションセールス部マネージャー

平成16年１月当社執行役員システムソリュー

ション事業部副事業部長

株式会社アイフィス代表取締役社

長

平成18年１月当社執行役員システムソリュー

ション事業部事業部長

平成21年１月当社執行役員営業統括部長

平成21年３月当社取締役営業統括部長

平成22年１月当社取締役営業企画推進部長（現

任）

2

(注)2.
7
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役

営業本部長

付マネー

ジャー

遠藤　寛臣 昭和34年６月14日生

昭和55年４月当社入社

平成14年１月当社執行役員マルチメディアソ

リューション事業部長

平成20年４月当社執行役員第二モバイル事業部

長

アイエスビー応用システム株式会

社取締役

平成20年８月当社執行役員第二モバイル事業部

長

ソフトウエアメインテナンス株式

会社（現　株式会社エス・エム・

シー）代表取締役社長（現任）

平成21年１月当社執行役員営業本部部長付マ

ネージャー

平成21年３月当社取締役営業本部部長付マネー

ジャー（現任）

2

(注)2.
3

常勤監査役  八束　章義 昭和22年５月１日生

昭和46年４月ビジコン株式会社入社

昭和49年５月総合システム株式会社入社

平成７年５月 当社入社　関連企業部長

平成９年４月 当社総務部長

平成13年１月当社執行役員総務部長

平成19年１月当社執行役員監査部長

平成19年６月当社監査部長

平成20年３月当社常勤監査役（現任）

4

(注)３.
6

監査役  弘田　佳典 昭和６年５月２日生

昭和50年４月税理士事務所開業（現任）

昭和62年３月当社監査役

平成元年３月 当社監査役退任

平成６年３月 当社監査役（現任）

4

(注)５.
1

監査役  岩室　充 昭和24年１月27日生

昭和49年４月大和證券株式会社入社

平成16年６月同社監査委員会室長

平成17年４月株式会社大和総研常勤監査役

平成20年６月DIRシステムテクノロジー株式会社

監査役（現任）

DIRシステムマネジメント株式会社

監査役（現任）

平成20年10月株式会社大和総研ホールディング

ス（旧　株式会社大和総研）常勤監

査役（現任）

株式会社大和総研監査役（現任）

株式会社大和総研ビジネス・イノ

ベーション監査役（現任）

平成21年３月当社監査役（現任）

4

(注)４.
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

監査役  井﨑　博行 昭和17年５月９日生

昭和40年４月日本電気株式会社入社

平成２年６月 新潟日本電気ソフトウェア株式会

社（現　NECソフト株式会社）出向　

代表取締役社長

平成５年６月 日本電気株式会社マイコンソフト

ウェア開発研究所長

平成８年７月 同社理事

平成13年６月九州日本電気ソフトウェア株式会

社代表取締役社長

平成18年６月特定非営利活動法人ITコンピタン

ス研究所理事（現任）

平成21年３月当社監査役（現任）

4

(注)４.
0

    計  416

 

　（注）１．監査役弘田佳典、岩室充および井﨑博行は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．選任日及び任期期間　平成21年３月27日　～　２年間

３．選任日及び任期期間　平成20年３月27日　～　４年間

４．選任日及び任期期間　平成21年３月27日　～　４年間

５．選任日及び任期期間　平成19年３月27日　～　４年間

６．選任日及び任期期間　平成22年３月26日　～　２年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主重視の考え方に立ち株主価値を高めるため、特に経営の透明性の確保及び適時適切な情報

開示への取組み、コーポレート・ガバナンスの強化を図っていく方針であります。

２．コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状

況

(1）会社の機関の内容、内部統制システムの整備の状況

・　委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別

監査役制度を採用しております。

・　社外取締役、社外監査役の選任の状況

社外取締役は選任しておりません。また、社外監査役は、監査役４名のうち３名であります。

・　業務執行、監視の仕組み

◇　透明性確保経営の実践

中期計画・予算・経営課題等の重要な経営情報については、役員・社員による情報の共有化を

図る一方、四半期単位の業績について投資者への適時適切な情報の開示を行うと伴に、各事業所

を訪問し全社員に詳細に亘り説明しております。

また、従業員の能力主義の具現化及び人事評価の公正を保つため、人事評価プロセスの明確化

・評価結果の分布状況を公表しております。

◇　取締役会の充実

毎月１回また必要に応じて随時開催し、各部所の業務計画に対する月次・四半期単位の進捗状

況を報告形式で求め、取締役全員が問題の所在を共有化し、対策を打てる体制を敷いております。

◇　経営会議の充実

業務執行の責任者である社長及び取締役、常勤監査役、執行役員、事業部長、関連会社社長が出

席し、毎月開催しております。付議事項は会社の重要な業務執行の審議で、主に中長期の経営課題

及び経営方針の検討、年度計画の方針、四半期及び月次経営計画の進捗状況について活発な議論

が交わされております。

◇　監査役機能の充実

監査役が取締役会へ出席し、取締役の業務執行の状況を客観的立場に立って監査し、毎月１回

取締役会開催後さらに必要に応じ「監査役会」を開催しております。

◇　監査部機能の充実

社長直轄の「監査部」を設置し、業務執行ラインとは異なる立場で関連会社を含む各部所にお

ける業務執行の状況を監査し、不正及び過誤の防止に努めております。

◇　法務知財室の設置

管理本部内に同部を設置し、ガバナンス形成及びリスク予防、コンプライアンス遵守を拠り所

として社内の法意識を高め、契約法務や知的財産を巡る法務のリスク管理を行っております。

また、国内外の輸出入関係法令については、関連企業部が管理、指導しております。

当社のコーポレート・ガバナンスの枠組みに関しては、次のとおりです。
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(2）リスク管理体制の整備の状況

・　内部情報の管理

役員及び従業員が「金融商品取引法」に定めるインサイダー取引を事前に防止する為にインサ

イダーマニュアルを配布し、インサイダー取引の防止に努めております。引き続き、専門家等を講師

に招き、管理職を中心とした教育を実施してまいります。

・　コンプライアンスの強化

常務取締役管理本部長を委員長とした取締役・執行役員・事業部長を構成員とするコンプライ

アンス委員会を設置しております。この委員会ではコンプライアンス状況の監視と教育や調査を行

い、企業倫理及び法令遵守の周知徹底を図っております。

また、人事部主管によるコンプライアンスプログラム教育を全社員を対象に最低年１回の受講義

務を課し実施しております。

・　情報セキュリティ及び個人情報の保護法等

情報セキュリティ保護につきましては、総務部および内部統制部により規程に沿った運用を行っ

ております。モバイルパソコンの暗号化は実施済みであります。

個人情報保護につきましては、平成20年12月にプライバシーマークを取得しておりますが、引き

続き社内規程に基づいた教育と運用を行い個人情報と機密情報の管理を徹底いたします。

・　リスク管理委員会について

全社的なリスクを総括的に管理し、リスクの顕在化を予防し、またリスクが顕在化した場合は迅

速かつ的確に対応することにより被害を最小限にくい止めることを目的に、代表取締役社長を委員

長とする「リスク管理委員会」を設置しております。

当委員会は、リスク管理の責任体制の構築および運営、リスク管理の推進、緊急事態発生時の対策

本部の設置および運営、リスク顕在時の再発防止の対策、リスク管理システムの構築等を行ってお

ります。

(3）内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

・　内部監査の状況について

内部監査担当部署として社長直轄の「監査部」を設置しております。監査部は、毎期作成する内

部監査実施計画書に基づき業務ラインとは異なる立場で監査計画、組織および制度監査、業務監査

等を実施し、不正および過誤の防止ならびにそれらの早期発見に努め、監査結果を社長に報告する

とともに被監査部署に改善事項の勧告をおこない改善回答書を提出させております。

・　監査役監査の状況について

監査役が取締役会へ出席し、取締役の業務執行の状況を客観的立場に立って監査し、必要な提言

を行っております。

また、毎月１回取締役会開催後、さらに必要に応じ「監査役会」の開催と常勤監査役については、

経営会議にも出席し提言しております。

・　会計監査の状況について

当社は、会計監査人に有限責任監査法人トーマツを選任し、金融商品取引法および会社法に基づ

き会計監査を受けております。

 ・業務を遂行した公認会計士の氏名  松野　雄一郎氏、片岡　久依氏

 ・所属する監査法人名  有限責任監査法人トーマツ

 ・継続監査年数（注）  － 

 ・監査業務に係る補助者の構成  公認会計士　　　４名 

  会計士補等　　　６名

  その他の従事者　２名

（注）　継続監査年数については７年以内であるため、記載を省略しております。

内部監査、監査役監査および会計監査の連携については、常勤監査役と監査部は毎月、監査部の監

査調書をもとに意見交換を行っております。

また、会計監査人とも必要に応じて意見交換を行っております。
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(4）その他

・　開示情報の適正化及びIR活動の活性化

◇　四半期財務情報の開示及び決算短信の充実

平成16年４月（第35期第１四半期）四半期開示を行うとともに決算短信において、当社が対処

すべき課題や向こう３年間の中期経営計画を公表し、各期の具体的な数値目標を設定し明示して

おります。

◇　アナリスト向け情報と個人投資家向け情報との格差の是正

決算発表後即時に開示情報をホームページにて掲載する等、格差の是正に努めております。

・　弁護士等その他第三者の状況（コーポレート・ガバナンス体制への関与状況）

顧問弁護士からは、法務に関する問題につき必要に応じてアドバイスを受けております。

・　役員の報酬の内容

 　取締役の年間報酬総額 168,396千円

 　監査役の年間報酬総額 16,999千円

(5）責任限定契約の内容の概要

当社と社外監査役は、会社法第427条第１項および定款第40条の規定に基づき、賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額となっ

ております。

(6）取締役の定数

当社の取締役は、10名以内とする旨を定款に定めております。

(7）取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行う旨および累積投票

によらない旨を定款において定めております。

(8）取締役会において決議することができる株主総会決議事項

・　自己株式取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株

式を取得することができる旨定款に定めております。これは自己の株式の取締役会の権限とするこ

とにより、機動的な運営を可能にすることを目的とするものであります。

・　中間配当

当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めておりま

す。これは、中間配当を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを

目的とするものであります。

(9）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、当

該株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会における

特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであり

ます。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 19,500　 4,920　 26,500　 6,800　

連結子会社 －　 －　 －　 －　

計 19,500　 4,920　 26,500　 6,800　

　

②【その他重要な報酬の内容】

　①に記載するもののほか、当社および当社の子会社の監査報酬等の内容として重要なものはありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務において、財務報告に係る内部統制

に関する指導・助言業務を委託し、対価を支払っております。　

　

④【監査報酬の決定方針】

　会計監査人の報酬は、監査対象の規模・特性・監査日数等を勘案したうえで、代表取締役が監査役会の同意を得

て定めております。　
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第39期事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

40期事業年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）の財務諸表については、

監査法人トーマツにより監査を受け、当連結会計年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）の連結財務諸

表及び当事業年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）の財務諸表については、有限責任監査法人トーマ

ツにより監査を受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日

をもって有限責任監査法人トーマツとなっております。 
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,905,829 2,238,927

受取手形及び売掛金 2,216,910 1,809,749

有価証券 198,500 －

前払費用 108,423 84,542

たな卸資産 401,690 －

商品 － 7,790

仕掛品 － 726,475

繰延税金資産 184,239 194,826

その他 181,967 26,666

貸倒引当金 △2,572 △2,015

流動資産合計 5,194,989 5,086,962

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 286,891 283,974

減価償却累計額 △151,833 △160,591

建物及び構築物（純額） 135,057 123,382

土地 248,084 248,084

その他 72,100 86,069

減価償却累計額及び減損損失累計額 △41,001 △52,975

その他（純額） 31,099 33,093

有形固定資産合計 414,241 404,560

無形固定資産 119,143 107,748

投資その他の資産

投資有価証券 860,864 997,876

関係会社出資金 ※1
 119,295

※1
 119,295

長期前払費用 2,233 1,713

差入保証金 219,235 164,331

会員権 1,100 7,066

繰延税金資産 232,428 169,736

その他 16,362 15,738

貸倒引当金 △840 △1,501

投資その他の資産合計 1,450,680 1,474,257

固定資産合計 1,984,064 1,986,566

資産合計 7,179,053 7,073,529
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 660,826 653,892

短期借入金 70,000 70,000

未払金 416,443 428,973

未払費用 38,110 40,285

未払法人税等 － 68,524

未払消費税等 59,062 27,815

賞与引当金 256,286 262,604

受注損失引当金 14,770 14,452

その他 207,137 182,841

流動負債合計 1,722,636 1,749,388

固定負債

長期未払金 254,387 141,516

退職給付引当金 21,195 24,039

役員退職慰労引当金 286,099 285,909

固定負債合計 561,682 451,465

負債合計 2,284,318 2,200,853

純資産の部

株主資本

資本金 1,440,600 1,440,600

資本剰余金 1,970,600 1,970,600

利益剰余金 1,805,849 1,758,951

自己株式 △304,508 △304,528

株主資本合計 4,912,540 4,865,623

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △17,805 7,052

評価・換算差額等合計 △17,805 7,052

純資産合計 4,894,734 4,872,675

負債純資産合計 7,179,053 7,073,529
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 12,620,986 10,735,439

売上原価 ※2
 10,663,351

※2
 9,117,937

売上総利益 1,957,635 1,617,502

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 1,757,797

※1, ※2
 1,526,244

営業利益 199,837 91,258

営業外収益

受取利息 18,645 20,732

受取配当金 6,222 5,355

保険配当金 16,001 17,998

保険事務手数料 3,669 －

補助金収入 3,310 －

助成金収入 － 76,855

その他 4,881 15,267

営業外収益合計 52,729 136,209

営業外費用

支払利息 1,454 1,085

上場関連費 12,000 －

リース解約損 － 963

その他 2,757 867

営業外費用合計 16,212 2,915

経常利益 236,354 224,551

特別利益

退職給付制度終了益 90,124 －

貸倒引当金戻入額 － 554

その他 1,323 －

特別利益合計 91,447 554

特別損失

固定資産除却損 ※3
 4,564

※3
 3,849

減損損失 ※4
 3,362

※4
 21,167

投資有価証券評価損 91,590 －

役員退職慰労金 25 645

割増退職金 16,449 －

その他 34 3,316

特別損失合計 116,026 28,978

税金等調整前当期純利益 211,776 196,128

法人税、住民税及び事業税 32,516 72,023

法人税等調整額 114,660 37,375

法人税等合計 147,176 109,399

当期純利益 64,599 86,729
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,440,600 1,440,600

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,440,600 1,440,600

資本剰余金

前期末残高 1,970,600 1,970,600

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,970,600 1,970,600

利益剰余金

前期末残高 1,913,447 1,805,849

当期変動額

剰余金の配当 △172,197 △133,626

当期純利益 64,599 86,729

当期変動額合計 △107,597 △46,897

当期末残高 1,805,849 1,758,951

自己株式

前期末残高 △189,222 △304,508

当期変動額

自己株式の取得 △115,286 △19

当期変動額合計 △115,286 △19

当期末残高 △304,508 △304,528

株主資本合計

前期末残高 5,135,424 4,912,540

当期変動額

剰余金の配当 △172,197 △133,626

当期純利益 64,599 86,729

自己株式の取得 △115,286 △19

当期変動額合計 △222,884 △46,917

当期末残高 4,912,540 4,865,623
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △28,326 △17,805

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

10,521 24,857

当期変動額合計 10,521 24,857

当期末残高 △17,805 7,052

評価・換算差額等合計

前期末残高 △28,326 △17,805

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

10,521 24,857

当期変動額合計 10,521 24,857

当期末残高 △17,805 7,052

純資産合計

前期末残高 5,107,098 4,894,734

当期変動額

剰余金の配当 △172,197 △133,626

当期純利益 64,599 86,729

自己株式の取得 △115,286 △19

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,521 24,857

当期変動額合計 △212,363 △22,059

当期末残高 4,894,734 4,872,675
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 211,776 196,128

減価償却費 59,774 70,767

減損損失 3,362 21,167

貸倒引当金の増減額（△は減少） △983 104

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,258 6,317

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20,000 －

受注損失引当金の増減額（△は減少） △9,233 △318

退職給付引当金の増減額（△は減少） △614,924 4,292

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 22,050 △190

受取利息及び受取配当金 △24,867 △26,088

助成金収入 － △76,855

保険配当金 △16,001 △17,998

支払利息 1,454 1,085

会員権評価損 － 1,438

固定資産除却損 4,564 3,849

投資有価証券評価損益（△は益） 91,590 －

売上債権の増減額（△は増加） 520,692 387,846

たな卸資産の増減額（△は増加） 252,492 △332,575

仕入債務の増減額（△は減少） △177,211 △6,934

未払金の増減額（△は減少） 130,678 1,407

未払消費税等の増減額（△は減少） △70,970 △31,247

長期未払金の増減額（△は減少） 254,387 △112,871

その他の流動資産の増減額（△は増加） 905 31,169

その他の流動負債の増減額（△は減少） △8,364 28,724

その他 △1,887 －

小計 601,027 149,219

利息及び配当金の受取額 34,553 27,390

保険配当金の受取額 16,001 17,998

法人税等の還付額 － 162,761

利息の支払額 △1,465 △1,063

助成金の受取額 － 61,777

法人税等の支払額 △417,140 △23,554

営業活動によるキャッシュ・フロー 232,976 394,529
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,614 △4,726

定期預金の払戻による収入 302,401 3,504

有形固定資産の取得による支出 △17,897 △18,884

無形固定資産の取得による支出 △16,435 △55,387

投資有価証券の取得による支出 △954,319 △100,620

投資有価証券の償還による収入 900,000 200,000

敷金及び保証金の差入による支出 △9,918 △792

敷金及び保証金の回収による収入 25,426 55,697

会員権の取得による支出 － △7,404

長期前払費用の取得による支出 △2,218 △1,321

その他 6,265 536

投資活動によるキャッシュ・フロー 229,689 70,599

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △15,000 －

配当金の支払額 △171,471 △133,233

自己株式の取得による支出 △115,286 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー △301,757 △133,253

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 160,908 331,875

現金及び現金同等物の期首残高 1,737,702 1,898,610

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 1,898,610

※
 2,230,485
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社数　　　３社

　連結子会社名は、「第１　企業の概況　

４　関係会社の状況」に記載しているた

め省略しました。

　前連結会計年度において連結子会社で

ありましたアイエスビー応用システム

㈱は、平成20年８月１日付で連結子会社

でありますソフトウエアメインテナン

ス㈱を存続会社とする吸収合併をした

ことに伴い、連結の範囲から除外してお

ります。ただし、平成20年１月１日から

平成20年７月31日までの損益計算書の

み連結しております。

　前連結会計年度において連結子会社で

ありましたアイエスビー・ブレインズ

㈱は、平成20年11月に清算結了したこと

に伴い、連結の範囲から除外しておりま

す。ただし、平成20年１月１日から平成

20年11月12日までの損益計算書のみ連

結しております。

　ソフトウエアメインテナンス㈱は、平

成21年１月１日に㈱エス・エム・シー

に商号を変更いたしました。

(1）連結子会社数　　　１社

　連結子会社名は、「第１　企業の概況　

４　関係会社の状況」に記載しているた

め省略しました。

　前連結会計年度において連結子会社で

ありましたアイエスビー応用システム

㈱は、平成20年８月１日付で連結子会社

でありますソフトウエアメインテナン

ス㈱を存続会社とする吸収合併をした

ことに伴い、連結の範囲から除外してお

ります。

　前連結会計年度において連結子会社で

ありましたアイエスビー・ブレインズ

㈱は、平成20年11月に清算結了したこと

に伴い、連結の範囲から除外しておりま

す。

　ソフトウエアメインテナンス㈱は、平

成21年１月１日に㈱エス・エム・シー

に商号を変更いたしました。　

 (2）非連結子会社数　　１社

主要な非連結子会社の名称

　ISB VIETNAM COMPANY LIMITED

(2）非連結子会社数　　１社

主要な非連結子会社の名称

同左

 （連結範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。

（連結範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。

 　ISB VIETNAM COMPANY LIMITED は、

平成20年12月３日にISB VIETNAM

CORPORATION から商号を変更しまし

た。

　

２．持分法の適用に関する事

項

　持分法を適用していない非連結子会社

（ISB VIETNAM COMPANY LIMITED）は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外して

おります。

　持分法を適用していない非連結子会社

（ISB VIETNAM COMPANY LIMITED）は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外して

おります。

 　ISB VIETNAM COMPANY LIMITED は、平成

20年12月３日にISB VIETNAM

CORPORATION から商号を変更しました。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　アイエスビー応用システム㈱を連結の対

象にしておりましたが、平成20年８月１日

付で、ソフトウエアメインテナンス㈱を存

続会社とする吸収合併した事に伴い、連結

損益計算書の作成にあたっては、平成20年

１月１日から平成20年７月31日までの損

益計算書を使用しております。

　アイエスビー・ブレインズ㈱を連結の対

象にしておりましたが、平成20年11月12日

付で清算結了となったため、連結損益計算

書の作成にあたっては、同日までの損益計

算書を使用しております。

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

①　有価証券

満期保有目的の債券

同左

　 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等による

時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

(イ）商品

先入先出法による原価法

②　たな卸資産

(イ）商品

先入先出法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

 (ロ）仕掛品

個別法に基づく原価法

(ロ）仕掛品

個別法に基づく原価法

（会計方針の変更）

当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日公表分）を適用し

ております。

なお、これによる損益への影響

はありません。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

　平成19年３月31日以前に取得したも

のについては旧定率法を、平成19年４

月１日以降に取得したものについて

は定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日から平成19年３

月31日の間に取得した建物（附属設

備を除く）については、旧定額法を採

用しております。

　なお、主要な耐用年数は次のとおり

であります。

建物及び構築物　10～50年

その他　　　　　５～10年 

①　有形固定資産（リース資産を除く）

同左　

 ②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 ③　長期前払費用

　定額法を採用しております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年12月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によってお

ります。

　 　

　

④　長期前払費用

　定額法を採用しております。

　

EDINET提出書類

株式会社アイ・エス・ビー(E04846)

有価証券報告書

44/93



項目
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

  

(3）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　連結財務諸表提出会社及び連結子会

社は、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　連結財務諸表提出会社及び連結子会

社は、従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額のうち

当連結会計年度に負担する額を計上

しております。

②　賞与引当金

同左

 ③　退職給付引当金

　連結財務諸表提出会社においては、

確定拠出型の退職給付制度を採用し

ております。

　また、連結子会社においては、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当連結会計

年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

（追加情報）

　連結財務諸表提出会社は、適格退職

年金制度と退職一時金制度を採用し

ておりましたが、平成20年４月１日か

ら、確定拠出年金制度へ全面移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用しております。

　この移行に伴い、平成20年３月31日

にて算定された退職給付制度移行に

伴う利益90,124千円を特別利益に計

上しております。

③　退職給付引当金

　連結財務諸表提出会社においては、

確定拠出型の退職給付制度を採用し

ております。

　また、連結子会社においては、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当連結会計

年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

 ④　役員賞与引当金

　連結財務諸表提出会社及び連結子会

社は、役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

　なお、当連結会計年度に係る役員賞

与の支給する予定が無いため、当連結

会計年度において役員賞与引当金は

計上しておりません。

④　役員賞与引当金

同左

　 

EDINET提出書類

株式会社アイ・エス・ビー(E04846)

有価証券報告書

45/93



項目
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

  

(3）重要な引当金の計上基

準

⑤　役員退職慰労引当金

　連結財務諸表提出会社においては、

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

　また、連結子会社については支出時

の費用として処理しております。

⑤　役員退職慰労引当金

同左

 ⑥　受注損失引当金

　ソフトウエアの請負契約に基づく開

発のうち、当連結会計年度末時点で将

来の損失が見込まれ、かつ、当該損失

額を合理的に見積もることが可能な

ものについては、当連結会計年度末以

降に発生が見込まれる損失額を計上

しております。

⑥　受注損失引当金

同左

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物等為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

───────

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。

消費税等の会計処理の方法

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価格の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

───────　

　

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してお

ります。

　これによる損益への影響はありません。

　 

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示

しておりましたが、「未払金」（前連結会計年度 276,229

千円）は、負債及び純資産の総額の100分の５を超えたた

め当連結会計年度より区分掲記することに致しました。

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲載されていたものは、当連

結会計年度から「商品」「仕掛品」に区分掲記しており

ます。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品」「仕掛品」は、それぞれ 2,396千円、399,294千円であ

ります。

─────── （連結損益計算書）

　 　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「補助金収

入」（当連結会計年度 3,310千円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため、営業外収益の「その他」

に含めて表示することにしました。

　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「保険事務

手数料」（当連結会計年度 3,590千円）は、営業外収益の

総額の100分の10以下となったため、営業外費用の「その

他」に含めて表示することにしました。

（連結キャッシュ・フロー計算書） ───────

　営業活動によるキャッシュフローの「未払金の増加額」

は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示しておりま

したが、金額的重要性が増したため区分掲記しておりま

す。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「未

払金の増加額」は、10,099千円であります。
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【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

（固定資産の減価償却方法の変更）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資産に関して、償却可

能限度額（取得価額の95％相当額）まで償却が終了して

いる場合の帳簿残高（残存簿価）について、償却が終了

した連結会計年度の翌連結会計年度から５年間で均等償

却する方法に変更いたしました。

　これによる損益に与える影響額は軽微であります。

───────
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年12月31日）

当連結会計年度
（平成21年12月31日）

＊１　非連結子会社および関連会社に対するものは次のと

おりであります。

関係会社出資金 119,295千円

＊１　非連結子会社および関連会社に対するものは次のと

おりであります。

関係会社出資金 119,295千円

　 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

＊１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

＊１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

１．役員報酬 186,771千円

２．従業員給料 519,763

３．従業員賞与 84,090

４．賞与引当金繰入額 30,913

５．退職給付費用 21,649

６．法定福利費 104,449

７．減価償却費 23,888

８．役員退職慰労引当金繰入額 22,125

９．貸倒引当金繰入額 17,349

１．役員報酬 185,079千円

２．従業員給料 463,402

３．従業員賞与 79,619

４．賞与引当金繰入額 33,449

５．退職給付費用 22,085

６．法定福利費 101,876

７．減価償却費 27,932

８．役員退職慰労引当金繰入額 21,775

９．貸倒引当金繰入額 233

＊２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる ＊２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費 155,175千円 研究開発費 83,273千円

＊３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ＊３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 3,037千円

無形固定資産 1,355千円

その他 171千円

建物及び構築物 3,830千円

その他 19千円

＊４　減損損失 ＊４　減損損失

　　　当連結会計年度において当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額(千円)

 五反田事業所

(東京都品川区)
事業用資産 ソフトウエア 3,362

　　　事業に供している資産については、事業の種類別セグ

メントを基準に、継続的に収支の把握がなされている

最小単位を基礎として資産のグルーピングを行い、遊

休資産については、個別にグルーピングを行っており

ます。

　　　FIREPLAYER事業につきまして、当初想定していた収益

を見込めなくなったため、当該事業に係る資産グルー

プについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（3,362千円）として特別損失に

計上しております。

　　　なお、回収可能価額は使用価値により算定しておりま

す。

　　　当連結会計年度において当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額(千円)

 五反田事業所

(東京都品川区)
事業用資産 ソフトウエア 21,167

　　　事業に供している資産については、事業の種類別セグ

メントを基準に、継続的に収支の把握がなされている

最小単位を基礎として資産のグルーピングを行い、遊

休資産については、個別にグルーピングを行っており

ます。

　　　FIREPLAYER事業につきまして、当初想定していた収益

を見込めなくなったため、当該事業に係る資産グルー

プについて、帳簿価額全額を回収不可能と判断し減損

損失（21,167千円）として特別損失に計上しており

ます。　
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 4,521,000 － － 4,521,000

合計 4,521,000 － － 4,521,000

自己株式     

普通株式 216,067 129,100 － 345,167

合計 216,067 129,100 － 345,167

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加 129,100株は、取締役会決議による自己株式の買い取りによるものであり

ます。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月27日

定時株主総会
普通株式 172,197 40 平成19年12月31日平成20年３月28日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年３月27日

定時株主総会
普通株式 133,626利益剰余金 32平成20年12月31日平成21年３月30日
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当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 4,521,000 － － 4,521,000

合計 4,521,000 － － 4,521,000

自己株式     

普通株式 345,167 39 － 345,206

合計 345,167 39 － 345,206

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加 39株は、単元未満株式の買い取りによるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年３月27日

定時株主総会
普通株式 133,626 32 平成20年12月31日平成21年３月30日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年３月26日

定時株主総会
普通株式 104,394利益剰余金 25平成21年12月31日平成22年３月29日

　

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

＊　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

＊　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

 平成20年12月31日現在

 

 平成21年12月31日現在

 
現金及び預金勘定 1,905,829千円

預金預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△7,218

現金及び現金同等物 1,898,610

 

現金及び預金勘定 2,238,927千円

預金預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△8,441

現金及び現金同等物 2,230,485
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

主に生産設備（工具器具備品）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　(2）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであ

ります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理を引き続き採用しており、その

内容は次のとおりであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累計
額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

有形固定資産の
その他

49,475 28,70720,768

合計 49,475 28,70720,768

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累計
額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

有形固定資産の
その他

25,124 13,08612,038

合計 25,124 13,08612,038

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 9,622千円

１年超 11,599千円

合計 21,222千円

１年内 5,752千円

１年超 6,769千円

合計 12,521千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 13,297千円

減価償却費相当額 12,662千円

支払利息相当額 729千円

支払リース料 10,295千円

減価償却費相当額 9,724千円

支払利息相当額 445千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成20年12月31日） 当連結会計年度（平成21年12月31日）
連結貸借対照
表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）
連結貸借対照
表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

るもの

(1）国債・地方債等 － － － － － －

(2）社債 － － － 502,125508,560 6,435

(3）その他 － － － 303,490307,520 4,029

小計 － － － 805,615816,080 10,464

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

ないもの

(1）国債・地方債等 － － － － － －

(2）社債 602,125576,612△25,513 － － －

(3）その他 304,486298,060△6,426 － － －

小計 906,611874,672△31,939 － － －

合計 906,611874,672△31,939 805,615816,080 10,464

２．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成20年12月31日） 当連結会計年度（平成21年12月31日）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額
（千円）

差額（千円）
取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額
（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 540 740 200 49,500 56,430 6,930

(2）債券       
①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － 6,498 13,952 7,454

小計 540 740 200 55,998 70,382 14,384

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 59,541 56,017 △3,523 11,201 7,550 △3,651

(2）債券       
①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 104,979 78,158△26,821 97,781 96,490 △1,291

小計 164,521134,175△30,345 108,983104,040△4,942

合計 165,061134,915△30,145 164,981174,423 9,442

　（注）　前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について 51,955千円、その他について 39,634千円、

減損処理を行っております。

なお、当該減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行っております。
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３．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類
前連結会計年度（平成20年12月31日）当連結会計年度（平成21年12月31日）
連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券   

非上場株式 17,837 17,837

　（注）　その他有価証券について、連結会計年度末の時価または実質価額が取得原価に比べ50％以上下落した場合に減損

処理を行っております。

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 

前連結会計年度（平成20年12月31日） 当連結会計年度（平成21年12月31日）

１年以内
（千円）

１年超５年
以内
（千円）

５年超10年
以内
（千円）

10年超
（千円）

１年以内
（千円）

１年超５年
以内
（千円）

５年超10年
以内
（千円）

10年超
（千円）

１．債券                                 

(1）国債・地方債等 － － － － － － － －

(2）社債 198,500303,625100,000 － － 402,125100,000 －

(3）その他 － 304,486 － － － 303,490 － －

２．その他 － － － － － － － －

合計 198,500608,111100,000 － － 705,615100,000 －

　 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　連結財務諸表提出会社においては、確定拠出型の退職給付制度を採用しております。

　連結子会社は、適格退職年金制度および退職一時金制度を設けています。

　また、全国情報サービス産業厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付会計

実務指針33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち、掛金拠出割合に基づく、年

金資産残高は、263,899千円であります。

　連結財務諸表提出会社は、適格退職年金制度と退職一時金制度を採用しておりましたが、平成20年４月か

ら確定拠出年金制度へ全面移行しております。 

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま

す。

 (1）制度全体の積立状況に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

年金資産の額（千円） 392,848,769 329,874,002

年金財政計算上の給付債務の額（千円） 406,325,318 446,934,601

差引額（千円） △13,476,548 △117,060,598

 (2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日） 0.05％

（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日） 0.08％

 (3）補足説明

（平成20年３月現在）

　上記(1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 1,665,197千円であります。

　なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

（平成21年３月現在）

　上記(1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 1,521,802千円であります。

　なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

２．退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成20年12月31日）
当連結会計年度

（平成21年12月31日）

(1）退職給付債務（千円） △31,953 △36,846

(2）年金資産（千円） 12,206 12,807

(3）未積立退職給付債務　(1)＋(2)（千円） △19,746 △24,039

(4）会計基準変更時差異の未処理額（千円） － －

(5）未認識数理計算上の差異（千円） － －

(6）未認識過去勤務債務（千円） － －

(7）連結貸借対照表計上額純額　(3)＋(4)＋(5)＋(6)（千円） △19,746 △24,039

(8）前払年金費用（千円） 1,448 －

(9）退職給付引当金　(7)－(8)（千円） △21,195 △24,039

　（注）　連結子会社においては、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しています。
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３．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

退職給付費用（千円） 47,425 126,874

(1）勤務費用（千円） 42,937 22,278

(2）利息費用（千円） 5,546 －

(3）期待運用収益（減算）（千円） △3,242 －

(4）過去勤務債務の費用処理額（千円） － －

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 4,254 －

(6）会計基準変更時差異の費用処理額

（千円）
－ －

(7）臨時に支払った割増退職金（千円） 16,449 －

(8）確定拠出金制度への移行に伴う利益（千円） △90,124 －

(9）確定拠出年金掛金（千円） 71,604 104,595

　（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1）勤務費用」に計上しています。

　 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。

　 

　（追加情報）

前連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19年５

月15日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　該当事項はありません。

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　該当事項はありません。

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　該当事項はありません。

４．連結財務諸表への影響額

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　該当事項はありません。

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　該当事項はありません。

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　該当事項はありません。

４．連結財務諸表への影響額

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社アイ・エス・ビー(E04846)

有価証券報告書

57/93



（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前連結会計年度  当連結会計年度

 （平成20年12月31日） （平成21年12月31日）

 （千円） （千円）

繰延税金資産（流動）    

　賞与引当金繰入限度超過額 104,308 106,879

　未払事業税否認 －  9,151

　未払事業所税否認 5,118 5,099

　未払費用否認 15,510 16,396

　退職給付制度変更に係る未払金 51,768 50,070

　その他 7,533 12,797

小計 184,239 200,394

　評価性引当額 －  △5,568

繰延税金資産（流動）合計 184,239 194,826

繰延税金資産（固定）    

　役員退職慰労引当金繰入限度超過額 116,442 116,364

　退職給付引当金繰入限度超過額 8,626 9,784

　投資有価証券評価損否認 39,134 39,182

　貸倒引当金繰入限度超過額 170  170

　退職給付制度変更に係る長期未払金 103,535 50,070

　その他 13,719 11,060

小計 281,628 226,633

　評価性引当額 △49,119 △53,862

繰延税金資産（固定）合計 232,509 172,770

    

繰延税金負債（固定）    

　その他有価証券評価差額金 △81  △3,033

繰延税金負債（固定）合計 △81  △3,033

繰延税金資産（固定）の純額 232,428 169,736

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 前連結会計年度  当連結会計年度

 （平成20年12月31日） （平成21年12月31日）

 （％） （％）

法定実効税率 40.70 40.70

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 7.31  5.18

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.39  △0.45

住民税均等割 6.37  6.83

役員退職慰労引当金繰入額 2.39  2.01

投資有価証券評価損否認 10.86 －

未収還付法人税等 △3.67  3.98

評価性引当額 10.89 －

繰越欠損金 △4.34  △2.84

その他 △0.62  0.37

税効果会計適用後の法人税等の負担率 69.50 55.78
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日） 

（共通支配下の取引等） 

(1）結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要

①　結合当事企業の名称及びその事業の内容

イ．結合企業

名称：ソフトウエアメインテナンス株式会社

事業の内容：情報処理サービス業

ロ．被結合企業

名称：アイエスビー応用システム株式会社

事業の内容：情報処理サービス業

②　企業結合の法的形式

　ソフトウエアメインテナンス株式会社を存続会社、アイエスビー応用システム株式会社を消滅会社と

する吸収合併

③　結合後企業の名称

ソフトウエアメインテナンス株式会社

④　取引の目的を含む取引の概要

　当社の連結子会社であるソフトウエアメインテナンス株式会社は、更なる企業価値向上の実現を目的

として、同じく当社の連結子会社であるアイエスビー応用システム株式会社と合併いたしました。この

合併により、業務ノウハウの共有や管理部門経費の削減による経営効率の向上等が図られます。

なお、合併によりアイエスビー応用システム株式会社は解散しております。

(2）実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」(平成15年10月31日 企業会計審議会)及び企業会計基準適用指針第10号「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(最終改正平成19年11月15日 企業会計基準

委員会)に規定する会計処理を適用しております。上記取引は、「企業結合に係る会計基準」 に定める共

通支配下の取引等に該当し、内部取引としてすべて消去しております。したがって当該会計処理が連結財

務諸表に与える影響はありません。 

 

当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日） 

　該当事項はありません。 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）及び当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平

成21年12月31日）において、情報サービス事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合

計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略して

おります。

　 

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）及び当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平

成21年12月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事

項はありません。

　 

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　 

当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　 

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

　 

当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

　該当事項はありません
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 1,172円16銭 1,166円89銭

１株当たり当期純利益金額 15円39銭 20円77銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額

──────

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

──────

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 64,599 86,729

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 64,599 86,729

期中平均株式数（千株） 4,198 4,175

　  

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

───────

　

　

───────

　 

EDINET提出書類

株式会社アイ・エス・ビー(E04846)

有価証券報告書

61/93



⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

　 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 70,000 70,000 1.52 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 70,000 70,000 － －

　（注）　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

　

第１四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

第２四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第３四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第４四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

売上高（千円） 3,020,291 2,501,380 2,652,660 2,561,107

税金等調整前四半期純利益

金額又は税金等調整前四半

期純損失金額（△）（千

円）

115,285 △23,059 △30,132 134,035

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）（千

円）

63,380 △24,217 △28,921 76,487

１株当たり四半期純利益金

額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）（円）

15.18 △5.80 △6.93 18.32
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,791,529 2,120,123

受取手形 － 367

売掛金 2,121,600 1,757,267

有価証券 198,500 －

商品 2,396 7,790

仕掛品 400,953 718,900

前払費用 96,214 78,080

繰延税金資産 174,078 186,211

未収入金 12,261 15,458

未収還付法人税等 157,094 －

その他 7,045 7,576

貸倒引当金 △2,082 △1,712

流動資産合計 4,959,592 4,890,063

固定資産

有形固定資産

建物 285,528 282,792

減価償却累計額 △151,014 △159,773

建物（純額） 134,513 123,018

構築物 856 856

減価償却累計額 △771 △790

構築物（純額） 85 66

工具、器具及び備品 72,100 85,829

減価償却累計額及び減損損失累計額 △41,001 △52,945

工具、器具及び備品（純額） 31,099 32,883

土地 248,084 248,084

有形固定資産合計 413,783 404,053

無形固定資産

ソフトウエア 98,295 98,139

ソフトウエア仮勘定 11,237 －

電話加入権 9,302 9,302

無形固定資産合計 118,836 107,441

投資その他の資産

投資有価証券 855,240 993,296

関係会社株式 50,000 50,000

関係会社出資金 119,295 119,295

長期前払費用 2,133 1,560

繰延税金資産 222,844 159,952

差入保証金 219,155 164,241
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

会員権 1,100 7,066

破産更生債権等 840 840

その他 14,073 14,237

貸倒引当金 △840 △840

投資その他の資産合計 1,483,843 1,509,649

固定資産合計 2,016,462 2,021,144

資産合計 6,976,054 6,911,208

負債の部

流動負債

買掛金 ※1
 618,354

※1
 647,137

短期借入金 70,000 70,000

未払金 392,760 397,939

未払費用 35,817 38,297

未払法人税等 － 68,224

未払消費税等 48,820 24,301

前受金 72,599 51,950

預り金 108,864 116,222

賞与引当金 235,271 245,021

受注損失引当金 14,770 14,452

流動負債合計 1,597,259 1,673,546

固定負債

長期未払金 254,387 141,516

役員退職慰労引当金 286,099 285,909

固定負債合計 540,486 427,425

負債合計 2,137,746 2,100,972

純資産の部

株主資本

資本金 1,440,600 1,440,600

資本剰余金

資本準備金 1,970,600 1,970,600

資本剰余金合計 1,970,600 1,970,600

利益剰余金

利益準備金 29,700 29,700

その他利益剰余金

別途積立金 230,600 230,600

繰越利益剰余金 1,487,727 1,432,816

利益剰余金合計 1,748,027 1,693,116

自己株式 △304,508 △304,528

株主資本合計 4,854,719 4,799,788
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △16,410 10,447

評価・換算差額等合計 △16,410 10,447

純資産合計 4,838,308 4,810,236

負債純資産合計 6,976,054 6,911,208
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高

ソフトウエア開発売上高 10,664,245 9,136,215

Ｆ・Ｍサービス 1,058,698 1,005,980

その他の売上高 26,695 47,365

売上高合計 11,749,639 10,189,561

売上原価

ソフトウエア開発売上原価 8,857,825 7,770,238

Ｆ・Ｍサービス原価 858,220 830,034

その他の原価 23,025 43,330

売上原価合計 ※2
 9,739,071

※2
 8,643,602

売上総利益 2,010,568 1,545,958

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 1,520,394

※1, ※2
 1,451,814

営業利益 490,173 94,144

営業外収益

受取利息 ※3
 5,908 2,010

有価証券利息 15,396 18,694

受取配当金 6,090 5,241

保険配当金 15,723 17,698

助成金収入 － 58,089

その他 ※3
 14,106

※3
 20,615

営業外収益合計 57,225 122,349

営業外費用

支払利息 1,306 1,085

上場関連費 12,000 －

為替差損 － 199

その他 2,629 559

営業外費用合計 15,936 1,844

経常利益 531,461 214,649

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 369

退職給付制度終了益 90,124 －

その他 152 －

特別利益合計 90,276 369
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※4
 3,037

※4
 2,889

減損損失 ※5
 3,362

※5
 21,167

投資有価証券評価損 91,590 －

役員退職慰労金 25 645

関係会社整理損 323,514 －

その他 － 2,890

特別損失合計 421,529 27,592

税引前当期純利益 200,209 187,426

法人税、住民税及び事業税 31,755 71,723

法人税等調整額 97,430 36,987

法人税等合計 129,185 108,710

当期純利益 71,023 78,715
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【売上原価明細書】

１）ソフトウエア開発売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．外注費  4,141,16345.9 3,184,21139.0

２．労務費      

給料手当  2,676,943 2,856,813 

従業員賞与  490,814 504,057 

賞与引当金繰入額  185,946 193,856 

その他  718,043 715,980 

労務費計  4,071,74945.1 4,270,70852.3

３．経費 ※２ 807,9929.0 708,4818.7

当期総製造費用  9,020,905100.0 8,163,401100.0

期首仕掛品たな卸高  363,253 390,127 

期末仕掛品たな卸高  390,127 699,699 

他勘定振替高 ※３ 136,205 83,591 

当期ソフトウエア開発
原価

 8,857,825 7,770,238 

　（脚注）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．原価計算の方法

プロジェクト別の個別原価計算を採用しております。

１．原価計算の方法

同左

※２．経費の主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。

※２．経費の主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。

１）賃借料 244,577千円

２）減価償却費 34,036

３）レンタル・リース料 129,204

４）修繕費 23,921

５）旅費交通費 156,266

１）賃借料 196,766千円

２）減価償却費 40,659

３）レンタル・リース料 81,681

４）修繕費 23,175

５）旅費交通費 138,438

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

研究開発費 145,329千円

受注損失引当金 △9,123

計 136,205

研究開発費 83,273千円

受注損失引当金 318

計 83,591
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２）Ｆ・Ｍサービス原価明細書

  
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．外注費  431,34249.9 403,77048.2

２．労務費      

給料手当  252,282 250,562 

従業員賞与  44,423 44,949 

賞与引当金繰入額  16,475 18,254 

その他  67,872 68,768 

労務費計  381,05344.1 382,53545.6

３．経費 ※２ 51,417 6.0 52,104 6.2

当期総製造費用  863,814100.0 838,409100.0

期首仕掛品たな卸高  5,231 10,825 

期末仕掛品たな卸高  10,825 19,201 

当期Ｆ・Ｍサービス原
価

 858,220 830,034 

　（脚注）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．原価計算の方法

プロジェクト別の個別原価計算を採用しております。

１．原価計算の方法

同左

※２．経費の主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。

※２．経費の主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。

１）賃借料 3,412千円

２）減価償却費 1,166

３）旅費交通費 4,350

４）レンタル・リース料 2,380

５）消耗品費 2,103

１）賃借料 23,541千円

２）減価償却費 2,124

３）旅費交通費 3,407

４）レンタル・リース料 2,707

５）消耗品費 2,041

　 

３）その他の原価明細書

  
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．期首商品たな卸高  4,154 16.3 2,396 4.7

２．当期商品仕入高  21,26783.7 48,72495.3

計  25,421100.0 51,120100.0

３．期末商品たな卸高  2,396 7,790 

当期その他売上原価  23,025 43,330 
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,440,600 1,440,600

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,440,600 1,440,600

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,970,600 1,970,600

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,970,600 1,970,600

資本剰余金合計

前期末残高 1,970,600 1,970,600

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,970,600 1,970,600

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 29,700 29,700

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 29,700 29,700

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 230,600 230,600

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 230,600 230,600

繰越利益剰余金

前期末残高 1,588,901 1,487,727

当期変動額

剰余金の配当 △172,197 △133,626

当期純利益 71,023 78,715

当期変動額合計 △101,173 △54,911

当期末残高 1,487,727 1,432,816

利益剰余金合計

前期末残高 1,849,201 1,748,027

当期変動額

剰余金の配当 △172,197 △133,626
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

当期純利益 71,023 78,715

当期変動額合計 △101,173 △54,911

当期末残高 1,748,027 1,693,116

自己株式

前期末残高 △189,222 △304,508

当期変動額

自己株式の取得 △115,286 △19

当期変動額合計 △115,286 △19

当期末残高 △304,508 △304,528

株主資本合計

前期末残高 5,071,179 4,854,719

当期変動額

剰余金の配当 △172,197 △133,626

当期純利益 71,023 78,715

自己株式の取得 △115,286 △19

当期変動額合計 △216,460 △54,931

当期末残高 4,854,719 4,799,788

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △27,813 △16,410

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

11,402 26,858

当期変動額合計 11,402 26,858

当期末残高 △16,410 10,447

評価・換算差額等合計

前期末残高 △27,813 △16,410

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

11,402 26,858

当期変動額合計 11,402 26,858

当期末残高 △16,410 10,447

純資産合計

前期末残高 5,043,366 4,838,308

当期変動額

剰余金の配当 △172,197 △133,626

当期純利益 71,023 78,715

自己株式の取得 △115,286 △19

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,402 26,858

当期変動額合計 △205,057 △28,072

当期末残高 4,838,308 4,810,236
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(1）満期保有目的の債券

同左

 (2）子会社株式

移動平均法に基づく原価法

(2）子会社株式

同左

 (3）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等による時価

法（評価差額は全部純資産直入

法より処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

(3）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

先入先出法に基づく原価法

(1）商品

先入先出法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

 (2）仕掛品

個別法に基づく原価法

(2）仕掛品

個別法に基づく原価法

（会計方針の変更）

当事業年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。

なお、これによる損益への影響はあ

りません。

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　平成19年３月31日以前に取得したもの

については旧定率法を、平成19年４月１

日以降に取得したものについては定率

法を採用しております。ただし、平成10

年４月１日から平成19年３月31日の間

に取得した建物（附属設備を除く）に

ついては、旧定額法を採用しておりま

す。

　なお、主要な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物　10～50年

その他　　　　　５～10年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

３．固定資産の減価償却の方

法

(3）長期前払費用

　定額法を採用しております。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年12月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。　

 　 (4）長期前払費用

　定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額のうち当事業年

度に負担する額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

　 (3）退職給付引当金

───────

（追加情報）

　適格退職年金制度と退職一時金制度を

採用しておりましたが、平成20年４月１

日から、確定拠出年金制度へ全面移行

し、「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針第

１号）を適用しています。

　この移行に伴い、平成20年３月31日に

て算定された退職給付制度移行に伴う

利益90,124千円を特別利益に計上して

おります。

───────

　

 (4）役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

　なお、当事業年度に係る役員賞与の支

給する予定が無いため、当事業年度にお

いて役員賞与引当金は計上しておりま

せん。

(3）役員賞与引当金

同左

 (5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

(4）役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

４．引当金の計上基準 (6）受注損失引当金

　ソフトウエアの請負契約に基づく開発

のうち、当事業年度末時点で将来の損失

が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的

に見積もることが可能なものについて

は、当事業年度末以降に発生が見込まれ

る損失額を計上しております。

(5）受注損失引当金

同左

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

───────

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

───────

　

　

　

　

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してお

ります。

　これによる損益への影響はありません。

 

【追加情報】

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

（固定資産の減価償却方法の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産に関して、償却可能限

度額（取得価額の95％相当額）まで償却が終了してい

る場合の帳簿残高（残存簿価）について、償却が終了し

た事業年度の翌事業年度から５年間で均等償却する方

法に変更いたしました。

　これによる損益に与える影響額は軽微であります。

───────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年12月31日）

当事業年度
（平成21年12月31日）

※１　関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

※１　関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

買掛金 52,001千円 買掛金 51,925千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費と一般管理費のおおよその割合は、次のとお

りであります。

※１　販売費と一般管理費のおおよその割合は、次のとお

りであります。

販売費 12％

一般管理費 88％

販売費 12％

一般管理費 88％

　なお、主要な費目及び金額は次のとおりです。 　なお、主要な費目及び金額は次のとおりです。

１．役員報酬 156,514千円

２．従業員給料 400,708

３．従業員賞与 76,501

４．賞与引当金繰入額 30,793

５．退職給付費用 17,834

６．法定福利費 88,017

７．減価償却費 23,521

８．役員退職慰労引当金繰入額 22,125

９．研究開発費 155,175

10．貸倒引当金繰入額 182

１．役員報酬 163,621千円

２．従業員給料 430,136

３．従業員賞与 79,231

４．賞与引当金繰入額 32,910

５．退職給付費用 20,984

６．法定福利費 97,680

７．減価償却費 27,749

８．役員退職慰労引当金繰入額 21,775

９．研究開発費 83,273

※２　研究開発費の総額

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる

※２　研究開発費の総額

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費 155,175千円 研究開発費 83,273千円

※３　関係会社に対する事項

営業外収益には、関係会社からの受取貸付金利息

2,679千円、事務手数料等 2,500千円が含まれており

ます。

※３　関係会社に対する事項

営業外収益には、関係会社からの経営指導料 4,200

千円、事務手数料等 2,004千円が含まれております。

※４　固定資産除却損は、建物附属設備 3,037千円であり

ます。　

※４　固定資産除却損は、建物 2,870千円、工具、器具及び

備品 19千円であります。　

※５　減損損失 ※５　減損損失

当事業年度において当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額(千円)

 五反田事業所

(東京都品川区)
事業用資産 ソフトウエア 3,362

　　　事業に供している資産については、事業の種類別セグ

メントを基準に、継続的に収支の把握がなされている

最小単位を基礎として資産のグルーピングを行い、遊

休資産については、個別にグルーピングを行っており

ます。

　　　FIREPLAYER事業につきまして、当初想定していた収益

を見込めなくなったため、当該事業に係る資産グルー

プについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（3,362千円）として特別損失に

計上しております。

　　　なお、回収可能価額は使用価値により算定しておりま

す。

当事業年度において当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額(千円)

 五反田事業所

(東京都品川区)
事業用資産 ソフトウエア 21,167

　　　事業に供している資産については、事業の種類別セグ

メントを基準に、継続的に収支の把握がなされている

最小単位を基礎として資産のグルーピングを行い、遊

休資産については、個別にグルーピングを行っており

ます。

　　　FIREPLAYER事業につきまして、当初想定していた収益

を見込めなくなったため、当該事業に係る資産グルー

プについて、帳簿価額全額を回収不可能と判断し減損

損失（21,167千円）として特別損失に計上しており

ます。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数

（株）

当事業年度増加株
式数

（株）

当事業年度減少株
式数

（株）

当事業年度末株式
数

（株）

自己株式     

普通株式 216,067 129,100 － 345,167

合計 216,067 129,100 － 345,167

 （注）　普通株式の自己株式の数の増加は、取締役会決議による自己株式の買取による増加分であります。

　 

当事業年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数

（株）

当事業年度増加株
式数

（株）

当事業年度減少株
式数

（株）

当事業年度末株式
数

（株）

自己株式     

普通株式 345,167 39 － 345,206

合計 346,167 39 － 345,206

 （注）　普通株式の自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

主に生産設備（工具、器具及び備品）でありま

す。

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針に係る事項「３．固定資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理を引き続き採用しており、その

内容は次のとおりであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累計
額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 44,549 27,81916,730
合計 44,549 27,81916,730

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累計
額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具、器具及び備

品
19,007 11,263 7,744

合計 19,007 11,263 7,744

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 8,753千円

１年超 8,315千円

合計 17,068千円

１年内 4,576千円

１年超 3,391千円

合計 7,968千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 11,944千円

減価償却費相当額 11,569千円

支払利息相当額 510千円

支払リース料 8,743千円

減価償却費相当額 8,357千円

支払利息相当額 314千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左

　 

　

（有価証券関係）

　前事業年度（平成20年12月31日現在）及び当事業年度（平成21年12月31日現在）における子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度  当事業年度

 （平成20年12月31日） （平成21年12月31日）

 （千円） （千円）

繰延税金資産    

　賞与引当金損金算入限度超過額 95,755 99,723

　投資有価証券評価損否認 39,134 39,134

　貸倒引当金損金算入限度超過額 1,018 697

　役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 116,441 116,364

　退職給付制度変更に係る長期未払金および未払金

否認
155,303 100,141

　その他 38,339 46,887

　　　　小計 445,994 402,949

　評価性引当額 △49,070 △53,751

繰延税金資産合計 396,923 349,197

繰延税金負債    

　その他有価証券評価差額金 －  3,033

繰延税金負債合計 －  3,033

繰延税金資産の純額 396,923 346,164

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 前事業年度  当事業年度

 （平成20年12月31日） （平成21年12月31日）

 （％） （％）

法定実効税率 40.70 40.70

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 7.48  5.34

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.40  △0.45

住民税均等割 6.54  6.99

役員退職慰労引当金繰入額 2.54  2.10

投資有価証券評価損否認 11.49 －

未収還付法人税等 △3.65  3.90

その他 △0.17  △0.58

税効果会計適用後の法人税等の負担率 64.53 58.00
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 1,158円65銭 1,151円93銭

１株当たり当期純利益金額 16円92銭 18円85銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額

──────

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

──────

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 71,023 78,715

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 71,023 78,715

期中平均株式数（千株） 4,198 4,175

　 

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

───────

　

　

───────
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

ＫＳＫ㈱ 99,000 56,430

ＹＳＫ ｅ－ｃｏｍ㈱ 340 17,000

㈱近鉄エクスプレス 1,232 2,970

山田クラブ２１㈱ 6 837

㈱ナック電子 60 0

小計 100,638 77,237

計 100,638 77,237

【債券】

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

満期保有

目的の債

券

 ソフトバンク㈱

 　第25回無担保社債 
300,000 302,125

 ㈱三井住友銀行

 　ユーロ円建期限付劣後債
200,000 203,591

 豊田通商㈱

 　第11回無担保社債
100,000 100,000

 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ

 　第18回無担保社債 
100,000 100,000

 ㈱三井住友銀行

 　ユーロ円建期限付劣後債
100,000 99,899

小計 800,000 805,615

計 800,000 805,615

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

 （投資信託）

JPMグローバル・CB・オープン’９５
10,000 96,490

 （不動産投資信託）

 　日本レジデンシャル投資法人
43 9,752

 （不動産投資信託）

 　日本コマーシャル投資法人
31 4,200

小計 10,074 110,442

計 10,074 110,442

　

EDINET提出書類

株式会社アイ・エス・ビー(E04846)

有価証券報告書

82/93



【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 285,528 1,335 4,071 282,792159,773 9,961 123,018

構築物 856 － － 856 790 18 66

工具、器具及び備品 72,100 14,228 500 85,829 52,945 12,425 32,883

土地 248,084 － － 248,084 － － 248,084

有形固定資産計 606,570 15,564 4,571 617,563213,510 22,404 404,053

無形固定資産        

ソフトウエア 206,171 67,398
21,167

(21,167)
252,402154,26246,387　 98,139

ソフトウエア仮勘定 11,237 － 11,237 － － － －

電話加入権 9,302 － － 9,302 － － 9,302

無形固定資産計 226,711 67,398 32,405 261,704154,262 46,387 107,441

長期前払費用 7,463 1,197 3,387 5,273 3,712 1,770 1,560

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。

　２．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　３．当期増減額の主なものは次のとおりであります。

・　増加額の主なもの   　

　工具、器具及び備品　 　サーバー導入　 14,228千円 　

　ソフトウエア 　パッケージソフト 56,160千円 　

・　減少額の主なもの   　

　ソフトウエア 　ライセンス（減損）　 21,167千円 　

　ソフトウエア仮勘定 　ソフトウエア仮勘定へ振替 11,237千円 　

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 2,922 2,552 － 2,922 2,552

受注損失引当金 14,770 14,452 12,790 1,980 14,452

賞与引当金 235,271 245,021 235,271 － 245,021

役員退職慰労引当金 286,099 21,775 21,965 － 285,909

　（注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

２．受注損失引当金の当期減少額（その他）は、原価確定時の戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 518

銀行預金  

当座預金 1,495,239

普通預金 70,433

別段預金 3,287

定期預金 530,000

小計 2,098,960

郵便貯金 20,643

合計 2,120,123

２）受取手形

　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

興和㈱ 367

合計 367

　

　期日別内訳

相手先 金額（千円）

平成22年２月 367

合計 367
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３）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

シャープビジネスコンピュータソフトウエア㈱ 287,154

富士通㈱ 217,869

ソニーエリクソンモバイルコミュニケーションズ㈱ 196,748

日本電気通信システム㈱ 196,178

㈱日立メディコ 121,404

その他 737,913

合計 1,757,267

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期末残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

(D) ÷
(B)

 ───
12

2,121,60010,702,98611,067,3191,757,267 86.3 1.97カ月

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

４）商品

品目 金額（千円）

機器 7,790

合計 7,790

　 

５）仕掛品

品目 金額（千円）

ソフトウエア開発 699,699

Ｆ・Ｍサービス 19,201

合計 718,900
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②　負債の部

１）買掛金

相手先 金額（千円）

コベンティブ㈱ 96,600

㈱エス・エム・シー 30,297

日本ＳＥ㈱ 28,246

ISB VIETNAM COMPANY LIMITED 21,627

㈱コンピュータマインド 20,481

その他 449,884

合計 647,137

２）未払金

品目 金額（千円）

退職給付制度変更に伴う債務 123,024

厚生年金 88,631

残業代 48,668

健康保険 37,662

横河レンタ・リース㈱ 8,988

その他 90,963

合計 397,939

　 

　

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日

12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し  

　 （特別口座）

取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社　証券代行部

　 （特別口座）

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社

取次所 ───────

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事由により電子公告を

することができないときは、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載URL

http://www.isb.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

 （注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

 (1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

 (2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

 (3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

 (4）単元未満株式の買増しを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第39期）（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）平成21年３月27日関東財務局長に提出。

(2）四半期報告書及び確認書

　（第40期第１四半期）（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）平成21年５月15日関東財務局長に提出。

　（第40期第２四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月14日関東財務局長に提出。

　（第40期第３四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月13日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

   平成21年３月27日

株式会社アイ・エス・ビー    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松野　雄一郎　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 遠藤　康彦　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アイ・エス・ビーの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アイ・エス・ビー及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

   

   平成22年３月26日

株式会社アイ・エス・ビー    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松野　雄一郎　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 片岡　久依　　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アイ・エス・ビーの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アイ・エス・ビー及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アイ・エス・ビーの平成

21年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社アイ・エス・ビーが平成21年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

   平成21年３月27日

株式会社アイ・エス・ビー    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松野　雄一郎　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 遠藤　康彦　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アイ・エス・ビーの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アイ

・エス・ビーの平成20年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

   平成22年３月26日

株式会社アイ・エス・ビー    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松野　雄一郎　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 片岡　久依　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アイ・エス・ビーの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第40期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アイ

・エス・ビーの平成21年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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